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１１１１．．．．宜野湾市宜野湾市宜野湾市宜野湾市のののの沿革沿革沿革沿革    

宜野湾間切は、1671 年（寛文 11 年）、首里王府によって、都合 14 カ村でもって設立

した。1908 年（明治 41年）、「沖縄県及島嶼町村制」により、間切が廃止され宜野湾村

となった。村内には、沖縄県庁の支庁として普天間に中頭郡役所や中頭郡教育部会事務

所、県立農事試験場の官公署が設置されるなど、本島中部の政治、経済、教育の中心地

として活気を呈していた。 

1945 年（昭和 20 年）の沖縄戦では、宜野湾村内の大抵の集落が壊滅的な戦災を受け、

村内から 3,670 人余の犠牲者が出た。また、戦中、戦災をほとんど受けなかった野嵩集

落には、米軍が保護した住民達の収容所を設置し、宜野湾以南の住民達の多くがそこに

収容された。戦後、1946 年（昭和 21年）には、町村制が復活し、村行政が再び発足し

た。 

その後、普天間を中心に都市化が著しく、人口も 3 万人を突破し、1972 年の沖縄が

日本に復帰する 10 年前、1962 年（昭和 37 年）7月 1 日に市制が施行され、「宜野湾市」

が誕生した。 

市制施行から 51 年が経過した現在、人口は 9 万人を超え、沖縄国際大学、沖縄コン

ベンションセンター等の立地や、西海岸地区の都市機能用地への宿泊・屋内型複合レジ

ャー施設、さらにマリン支援センターの供用開始など、地域開発も着々と進み、近年、

那覇市の外延的な拡大等に伴い、急速に市街化が進展しつつある。 

 

２２２２．．．．宜野湾市宜野湾市宜野湾市宜野湾市のののの清掃事業清掃事業清掃事業清掃事業のののの沿革沿革沿革沿革    

昭和37年7月の市制施行により、清掃法の規定による「特別清掃地域」となったこと

に伴い、衛生行政の強化と改善を図るため、翌年の2月に「宜野湾市清掃条例」を施行

した。この条例により、ごみ（汚物）の収集・運搬・処分を業として行うには市長の許

可が必要となり、市内の清掃業務に行政が深く関わっていくようになった。 

当時、市としてのごみ処分場は確保しておらず、自治会や許可業者は山林や原野にて

ごみを処分していたが、都市化が進むにつれ各家庭から大量に排出されるごみが大きな

行政課題となっていた。 

昭和41年7月に北中城村渡口にごみ処理場を設置し、市内から出るごみの衛生処理を

充実させるが、昭和42年12月に処理場を撤去することになった。昭和43年1月には中城

村南浜にごみ処理場を設置するが、ここも翌年の12月に撤去することになった。 

懸案のごみ処理問題を解決するため、昭和44年12月、一般廃棄物の処理をコザ市・北

谷村と共同で行うことを目的に「コザ市・宜野湾市・北谷村清掃施設組合」を設立した。

面 積 19.70 ｋ㎡ （平成 25年 1月 1 日現在） 

人 口 95,913 人（外国人含む） （平成 25年 12 月末現在） 

世 帯 数 40,603 世帯（外国人含む） （平成 25年 12 月末現在） 

事 業 所 数 3,566 事業所 （平成 24年経済センサス-活動調査） 
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しかしその後、建設予定地の移動等による条件悪化の理由により、昭和45年10月、宜

野湾市は組合より脱退し、ごみ処理についての課題解決は先送りとなった。 

中城村南浜のごみ処理場を撤去した翌月の昭和45年1月より、喜友名地区でごみの埋

立処理を始めた。組合脱退による未解決ごみ処理課題への対策のため、本市独自での清

掃工場建設を目指して調整を進めたが、昭和48年10月、建設予定地である地元住民との

団体交渉の結果、建設計画を白紙に戻すことになった。 

このような状況から、昭和49年7月には市側で処分場が確保できず、ごみ収集を約2

週間中断するなど、ごみ処理問題は相当深刻な状況に陥った。 

暫定的な処分場でのごみ処理を行っていく中、「し尿処理施設を新しく宜野湾市に建

設できれば、ごみ処理は沖縄市で行う」という提案が、し尿処理問題を抱えていた沖縄

市・北谷村清掃施設組合より出された。ごみ・し尿処理のための基本施設がない本市は、

日を追って深刻化するごみ処理問題の解決のため、し尿処理施設建設の実現へ動き出し、

昭和50年10月号の市報にて市民に理解と協力を求めた。その後昭和51年に本市は組合

（現在の名称は倉浜衛生施設組合）へ再加入を果たし、かねてより懸案だったごみ処理

問題は大きく前進することになった。同年の4月より新工場へごみ搬入することになり、

これまでの埋立処理から焼却処理へ移行することから、ごみを燃えるごみ・燃えないご

みに分別する分別収集を開始した。昭和52年4月に、し尿処理施設「宜野湾清水苑」が

始動し、ごみ処理についての基本施設が完成した。長年の懸案事項であったごみ処分場

確保問題はこれで一旦の落ち着きをみた。 

昭和46年に「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」が施行され、これにより、一般廃

棄物の処理は市町村の責務として位置づけられ、本市においては、昭和49年4月「廃棄

物の処理及び清掃に関する条例」を施行し、市の責任においてごみ収集を進めるという

ことで自治会加入世帯のごみ収集料金の無料化を行った。従来のドラム缶方式から袋に

入れて収集する方式に変更し、より衛生的な収集を行うようになった。 

平成3年4月には、廃棄物の排出抑制と再利用を理念に「資源の有効な利用の促進に関

する法律」が新たに制定され、同年10月にはいわゆる廃棄物処理法が20年振りに全面改

正された。 

それに伴い、本市においても資源循環型社会の実現を目指すため、同年4月より資源

ごみ（紙類）回収団体への報償金制度を実施し、また、平成5年4月には家庭から出る生

ごみの有効利用を図るため、生ごみ処理容器購入費補助金制度を実施し、平成7年より

市民・児童生徒へのごみ減量化・リサイクルの普及啓発活動のため、市役所に空き缶プ

レス機を設置している。 

平成8年3月、宜野湾市一般廃棄物処理基本計画を策定し、より循環型社会の構築を進

め、平成10年10月から市内全域において資源ごみ収集（古紙・缶・びん）を開始し、平

成12年6月にはペットボトルの分別収集も始めた。同じ頃、倉浜衛生施設組合において

民間企業への委託による草木類のリサイクルを開始した。
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その後、廃棄物処理法・資源有効利用促進法の改正施行に伴い、家電リサイクル法や

自動車リサイクル法等のリサイクル関連法が次々と制定された。 

平成16年4月には、一般廃棄物減量推進審議会の答申を経て、指定袋・粗大ごみ処理

券による家庭ごみの有料化を実施している。これに伴い、粗大ごみの収集受付窓口が市

役所に一本化されている。 

平成19年4月には、一般廃棄物処理基本計画を改定し「みんなでつくる循環型社会」

の構築を目指している。 

平成22年4月より、「倉浜衛生施設組合」新炉が稼動開始した。新たに熱回収施設、リ

サイクルセンターが完成したことにより、最終処分場への負担軽減、3Ｒ（リデュース・

リユース・リサイクル）の推進など更なる「循環型社会」への効果が期待できる施設と

なっている。 

平成23年4月からは、更なるごみの減量化・資源化を図るため、これまで「燃やすご

み」・「燃やさないごみ」の2分別であった事業系ごみの分別方法を、「燃やすごみ」・「燃

やさないごみ」・「資源ごみ」の3分別へ移行した。 

平成25年3月に「一般廃棄物処理基本計画（改訂版）」を策定し、当初計画との相違や

課題等の改善・解決に向けた新たな施策を展開し、更なる循環型社会の構築を目指して 

いる。 

 平成25年9月からは、「一般廃棄物処理基本計画（改訂版）」の個別計画で定めた生ご

み自家処理及び減量の促進を図るため、「ダンボールコンポスト講習会」を開催してい

る。 
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１１１１．．．．概概概概            況況況況    

ごみは、従来の収集運搬、処分などの適正処理に加えて減量再資源化が大きな問題となっている。

ごみ問題は、その量的増大と質的多様化ゆえに抱える処理困難性の課題とともに、地球温暖化等の

環境への負荷、資源の枯渇等地球規模の課題まで、今や、経済、文化等の分野をも取り込んだ大き

な社会問題になるに至った。 

21 世紀を迎え、資源循環型の社会システムの構築は必須の目標であり、ごみ減量・再資源化は行

政のみならず市民・事業者の一人ひとりが可能なところから実践していかなければならないテーマ

である。 

 

２２２２．．．．再資源化事業再資源化事業再資源化事業再資源化事業    

（（（（１１１１））））    缶缶缶缶・びん・びん・びん・びんのののの資源化資源化資源化資源化    

平成 10年 10月から市内全域で5分別収集が実施され、缶・びんは資源物として収集している。 

現在、びんは、無色、茶色、生びん、その他に、缶は、スチールとアルミに倉浜衛生施設組合

で選別し資源化している。 

(単位 : t)   

年 度 

項 目 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 

カレット（瓶、ガラス） 498.87 708.19 781.67 789.74 811.42 

瓶類（リターナブル） 13.06 19.55 31.27 34.53 32.46 

 缶 306.12 140.53 128.43 149.54 146.96 

 スチール 292.82 108.83 101.61 119.13 117.28 

アルミ 14.30 31.70 26.82 30.41 29.68 

カレット・瓶類・缶合計 818.05 868.27 941.37 973.81 990.84 

  

 

 

※ びん、缶については、倉浜衛生施設組合（2 市 1 町分）のみの数量データより、資源ごみ搬入

量の割合で按分し算出している。

0

200

400

600

800

1,000

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

びん・缶の資源化量

カレット・びん類

缶

（ｔ） 
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((((２２２２))))    ペットボトルのペットボトルのペットボトルのペットボトルの資源化資源化資源化資源化    

家庭から排出されるペットボトルの増加に伴い、回収体制を強化し、リサイクルへ積極的に取

り組むため、門前収集による分別収集を平成 12年 6 月より開始した。 

(単位 : t) 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 

241.40 229.91 228.02 238.62 239.66 

 

 

 

((((３３３３))))    古紙分別収集古紙分別収集古紙分別収集古紙分別収集    

平成 7 年度から一部地域を対象に分別収集を開始し、徐々に収集区域を拡大し、平成 10 年 10

月からは市内全域を対象に収集を開始した。 

(単位 : t) 

 

収集量 

内      訳 

ダンボール 新聞紙 雑誌・雑紙 紙パック 

21 年度 518.77 182.69 196.55 129.42 10.11 

22 年度 324.42 145.08 123.38 49.91 6.05 

23 年度 290.05 125.25 110.27 49.66 4.87 

24 年度 314.24 134.38 119.98 55.47 4.41 

25 年度 353.12 151.13 135.25 60.3 6.44 
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((((４４４４))))    草木類草木類草木類草木類のののの資源化資源化資源化資源化    

従来、剪定木等の草木類については、焼却・埋立処理を行っていたが、平成 12 年 6月より、倉

浜衛生施設組合は民間企業と業務委託を行い、草木類をチップ化し、リサイクルしている。 

(単位 : t) 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 

1170.89 1338.66 1383.75 1208.77 974.63 

 

 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

((((５５５５))))    生生生生ごみごみごみごみ処理容器購入補助処理容器購入補助処理容器購入補助処理容器購入補助    

家庭から出る生ごみの減量を目的に市民が生ごみ処理機・生ごみ処理容器を購入する場合、購

入費の一部を補助することで、生ごみの減量化・再資源化を推進している。 

 

 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 

補助台数 43 29 22 16 20 

補助金額（円） 974,647 505,155 327,236 137,075 440,527 
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((((６６６６))))    集団回収集団回収集団回収集団回収    

本市では、平成 3 年度より排出源のごみ減量・再資源化を一層推進するため、自治会や子ども

会等の資源回収推進団体が行う集団回収に対し報償金（1kg につき 4 円）を交付し、その活動を

支援している。 

(単位 : ｔ) 

 

回収量 

内     訳 

登録団体数 

ダンボール 新聞紙 模造紙 雑 誌 

21 年度 385.65 165.49 163.61 9.18 47.38 42 

22 年度 350.78 143.87 136.16 16.72 54.03 42 

23 年度 462.80 235.65 136.33 22.03 68.79 40 

24 年度 456.08 280.76 99.58 41.16 34.58 47 

25 年度 458.36 262.16 119.03 43.25 33.92 48 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

((((７７７７))))    空空空空きききき缶缶缶缶プレスプレスプレスプレス機機機機        

平成 7 年度から、市民へのごみ減量、リサイクル意識の啓発を目的に、空き缶を図書券に換え

る事業を行っている。 

(単位 : 枚) 

 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 

図書券交付枚数 432 342 309 196 204 
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((((８８８８))))    粗大粗大粗大粗大ごみ・ごみ・ごみ・ごみ・不燃不燃不燃不燃ごみごみごみごみ破砕後破砕後破砕後破砕後のののの鉄類回収量鉄類回収量鉄類回収量鉄類回収量    

倉浜衛生施設組合に集められた不燃ごみ・粗大ごみは、破砕した後に出る鉄類を回収、資源化

している。 

(単位 : t) 

 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 

鉄類回収 131.62 227.18 200.90 188.53 170.79 

 

 

項目 
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３３３３．．．．再生利用再生利用再生利用再生利用のののの推移推移推移推移    

(単位：ｔ)    

項目 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 

人口（人） 92,809 93,436 94,372 95,056 95,603 

① スチール缶 291.82 108.83 101.61 119.13 117.28 

② アルミ缶等 14.30 31.70 26.82 30.41 29.68 

③ 鉄類 131.62 227.18 200.90 188.53 170.79 

④ カレット（びん・ガラス） 498.87 708.19 781.67 789.74 811.42 

⑤ びん類（リターナブル） 13.06 19.55 31.27 34.53 32.46 

⑥ 古紙類 518.77 324.42 290.05 314.24 353.12 

⑦ ペットボトル 241.40 229.91 228.02 238.62 239.66 

⑧ 草木 1,170.89 1,338.66 1,383.75 1,208.77 974.63 

Ａ 計（①～⑧） 2,880.73 2,988.44 3,044.09 2,923.97 2729.04 

⑨ 集団回収量 385.65 350.78 462.80 456.08 458.36 

Ｂ 計（⑨） 385.65 350.78 462.80 456.08 458.36 

ＣＣＣＣ    

再生利用量再生利用量再生利用量再生利用量【【【【計計計計】】】】    

（Ａ＋Ｂ）（Ａ＋Ｂ）（Ａ＋Ｂ）（Ａ＋Ｂ）    

3,266.38 3,266.38 3,266.38 3,266.38 3,339.22 3,339.22 3,339.22 3,339.22 3,506.89 3,506.89 3,506.89 3,506.89 3,380.05 3,380.05 3,380.05 3,380.05 3,187.403,187.403,187.403,187.40    

ａ 

家庭系 

収集 

可燃 13,147.98 13,497.88 13,918.22 14,299.80 13,988.41 

不燃 321.86 339.88 383.47 401.74 366.68 

粗大 367.36 364.40 409.64 461.05 455.95 

資源 2,810.68 1,393.13 1,455.20 1,467.27 2,449.79 

有害 0.00 6.82 14.18 13.51 13.45 

計 16,647.88 15,602.11 16,180.71 16,643.37 17,274.28 

ｂ 

事業系 

収集 

可燃 7,555.75 7,382.11 7,481.19 8,002.05 8,068.77 

不燃 334.30 337.73 87.89 82.27 71.41 

粗大 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

資源 0.00 0.00 229.27 237.44 242.81 

計 7,890.05 7,719.84 7,798.35 8,321.76 8,382.99 

ＤＤＤＤ    総収集量総収集量総収集量総収集量（ａ＋ｂ）（ａ＋ｂ）（ａ＋ｂ）（ａ＋ｂ）    24,537.93 24,537.93 24,537.93 24,537.93 23,321.95 23,321.95 23,321.95 23,321.95 23,979.06 23,979.06 23,979.06 23,979.06 24,965.13 24,965.13 24,965.13 24,965.13 25,657.2725,657.2725,657.2725,657.27    

ＥＥＥＥ    

総排出量総排出量総排出量総排出量    

（（（（総収集量総収集量総収集量総収集量（Ｄ＋Ｂ））（Ｄ＋Ｂ））（Ｄ＋Ｂ））（Ｄ＋Ｂ））    

24,923.58 24,923.58 24,923.58 24,923.58 23,672.73 23,672.73 23,672.73 23,672.73 24,441.86 24,441.86 24,441.86 24,441.86 25,421.21 25,421.21 25,421.21 25,421.21 26,115.6326,115.6326,115.6326,115.63    

        再生利用率再生利用率再生利用率再生利用率（Ｃ（Ｃ（Ｃ（Ｃ////Ｅ）Ｅ）Ｅ）Ｅ）    13.11%13.11%13.11%13.11%    14.11%14.11%14.11%14.11%    14.35%14.35%14.35%14.35%    13.30%13.30%13.30%13.30%    12.20%12.20%12.20%12.20%    

        排出量原単位排出量原単位排出量原単位排出量原単位（ｇ（ｇ（ｇ（ｇ////人人人人・・・・日日日日））））    639.32 639.32 639.32 639.32 596.22 596.22 596.22 596.22 607.77 607.77 607.77 607.77 635.28635.28635.28635.28    657.06657.06657.06657.06    

※21～22 年度における人口は、各年度 9 月末日現在（外国人含む）を使用している。 

※23～25 年度における人口は、各年度 9 月末現在（外国人含む）から基地内居住者人口を差し引

いた資料を使用している。（倉浜衛生施設組合 ごみ搬入及び処理状況年報） 
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４４４４．．．．ごみごみごみごみ減量減量減量減量・・・・再資源化再資源化再資源化再資源化啓発啓発啓発啓発事業事業事業事業（（（（平成平成平成平成 25252525 年度年度年度年度））））    

ごみ問題について、市民の理解と協力を得るため、廃棄物の減量と再資源化推進についての啓発

事業を行った。また、ごみ処理にかかる市民へ向けた各種施策を展開した。 

 

((((１１１１))))    イベントイベントイベントイベント等等等等によるによるによるによる啓発啓発啓発啓発        

① ボランティア清掃への支援 

各種団体・企業・個人による、市内道路上や公共施設内にあるごみ・空き缶など散乱ごみ

の収集活動を実施した。市は、ごみ袋及び手袋の提供を行った。 

 

開催回数 26 回 

実施人数（合計） 1501 人 

内訳 

各種団体 1057 人 

企業 442 人 

個人 2 人 

※市に申請があったものに限る。 

 

② ごみのポイ捨て防止公開パトロール 

空き缶、吸い殻等の投げ捨て禁止行為に対する抑制効果を高めるため、県の実施する「ご

みのポイ捨て防止公開パトロール」に連携を図り、宜野湾市独自の「ごみのポイ捨て防止公

開パトロール」を実施した。 

 

実施日 平成 25年 5 月 30 日（木） 

場所 サンエーV２１まえはら食品館 

ザ・ビックエクスプレスはにんす宜野湾店 

参加者 クリーンリーダー ２５名   市職員 ５名 

実施内容 啓発用チラシ配布、携帯灰皿配布、のぼりや横断幕による広報活動 

 

③ ダンボールコンポスト講習会（生ごみ処理実践講習会） 

 ダンボールコンポストを紹介し、普及啓発を図るとともに、生ごみを堆肥化し、ごみ減量化

に寄与することを目的として講習会を実施した。 

 

開催回数 ６回 

対象 一般市民、市婦人連合会、市クリーンリーダー 

合計受講人数 １４５人 
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((((２２２２))))    出版物出版物出版物出版物によるによるによるによる啓発啓発啓発啓発    

① 市報ぎのわん 

平成 25 年 

7 月号 

環境特集 

○生ごみの減量（もう一絞り）について 

○「ごみのポイ捨て防止公開パトロール」について 

○台風時のごみ収集について 

9 月号 

ごみに関するマナーについて 

○スプレー缶の出し方 

○ごみの抜き取り行為 

12 月号 生ごみ処理機や処理容器の購入代金を補助について 

平成 26 年 1 月号 

ごみの減量化に取り組んでみよう 

○生ごみ減量・雑紙リサイクル 

○生ごみダンボールコンポスト講習会 

 

② 「新しいごみの分け方・出し方」パンフレット、チラシ 

市民にごみ減量を啓発するために、リサイクルに関する知識や情報が総合的に掲載された

ごみの出し方一覧表付パンフレット・ポスターを作成した。 

 

仕様 

Ⅰ．Ａ4版タテ（日本工業規格）、16 頁中綴じ 4/4 色、シルバーダイヤ紙Ａ判 

Ⅱ．Ｂ3版タテ（日本工業規格）、4/4 色、シルバーダイヤ紙Ｂ判 

 

発行部数 

Ⅰ.8,500 部 Ⅱ．8,500 部 

 

（（（（３３３３））））    インターネットのよるインターネットのよるインターネットのよるインターネットのよる啓発啓発啓発啓発    

  宜野湾市の新しいごみの出し方等の各種ごみに関する情報をホームページにて提供した。 

ホームページアドレス 

http://www.city.ginowan.okinawa.jp/organization/kankyotaisakuka/sm.html 
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５５５５．．．．家庭家庭家庭家庭ごみごみごみごみ有料化事業有料化事業有料化事業有料化事業    

ごみ減量とリサイクルの推進、受益者負担によるごみ処理費用負担の公平化を図るため、平成

16 年 4 月より指定袋・処理券制による家庭ごみの有料化事業を実施している。 

    

((((１１１１))))    有料化有料化有料化有料化によるによるによるによる減量効果減量効果減量効果減量効果        

 ごみ有料化を実施した平成 16 年度は、平成 15年度と比較して総量で約 10％の減量効果が

みられた。また、1人１日あたりの排出量は、864ｇから 770ｇへと約 94ｇの減量効果がみら

れた。平成 25 年度においては、１人１日あたりの排出量は 735.2ｇであり平成 16 年度の減

量水準を維持している。いわゆるリバウンド現象は現れていない。 

 

((((２２２２))))    歳入歳入歳入歳入・・・・歳出歳出歳出歳出    （（（（平成平成平成平成 25252525 年度決算年度決算年度決算年度決算ベースベースベースベース※※※※見込値見込値見込値見込値））））    

 

歳入 

121,819,650 円 

一般廃棄物処理手数料（指定ごみ袋代） 

一般廃棄物処理手数料（指定ごみ袋代） 

121,819,650 円 内訳 一般廃棄物処理手数料（指定ごみ袋代）121,819,650 円 

 

歳出 

121,819,650 円 

（ごみ減量対策事業＋倉浜衛生施設組合処理負担金事業） 

ごみ減量対策事業 

56,309,841 円 内訳 

指定ごみ袋販売委託料         27,079,663 円 

指定ごみ袋印刷製本費         23,338,663 円 

人件費等                5,450,988 円 

生ごみ処理容器購入補助金          440,527 円 

倉浜衛生施設組合処理負担金事業 

65,509,809 円 内訳 倉浜衛生施設組合処理負担金事業    65,509,809 円 

 

 

販売委託料

22%

ごみ袋印刷製本費

19%

人件費等

5%

生ごみ処理容器購

入補助金

0%

倉浜衛生施設組合

負担金

54%

指定ごみ袋収入の使いみち

※グラフの便宜上０％になっている。 
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１１１１．．．．概概概概            況況況況    

ごみ処理は、収集、運搬、中間処理（破砕・焼却）・最終処分（埋立）と再資源化によって行わ

れる一連のシステムであり、地域住民との合意によって成立し、その協力によって維持される。 

本市では、年々増加、多様化するごみを環境衛生上支障のないよう処理するため、収集運搬体制

の整備・充実をはじめ清掃工場や最終処分場等各種清掃施設の整備・拡充に努めてきた。 

また、平成 7 年度より、古紙・缶・びんの資源ごみ収集のモデル事業を 2 地域で実施し平成 10

年度までに市内全域での資源ごみ収集をスタートさせており、資源循環型の都市づくりを目指して

いる。 

さらに平成 16年 4 月より、指定袋による家庭ごみの有料化、平成 23 年 4 月より、事業系ごみの

3 分別化を実施するなど、排出者である住民・事業者対策として、正しいごみの処理方法及びごみ

の減量・再利用など市の清掃事業への理解と協力を積極的に呼びかけている。 

 

２２２２．．．．収集収集収集収集・・・・処理体制処理体制処理体制処理体制    

(平成 25 年 4 月 1日現在) 

 

中間処理及中間処理及中間処理及中間処理及びびびび最終処分最終処分最終処分最終処分フローフローフローフロー    

 

融解スラグ

・金属類

不燃残渣

エコトピア池原

(溶解処理施設)

309t/日(24h)

エコボウル倉浜

(最終処分場)

400,000㎥

エコループ池原

(ﾘｻｲｸﾙｾﾝﾀｰ)

82t/日(5h)

再資源化

(民間業者)

可燃残渣

飛灰固化物

・不燃物等

 燃やすごみ

 燃やさないごみ

 粗大ごみ

 有害ごみ

 資源ごみ

エコトピア池原

(溶解処理施設)

309t/日(24h)

エコボウル倉浜

(最終処分場)

400,000㎥

エコループ池原

(ﾘｻｲｸﾙｾﾝﾀｰ)

82t/日(5h)

再資源化

(民間業者)

倉浜衛生施設組合

 可燃性粗大

 不燃性粗大

 金属類(かん)

 ｶﾞﾗｽ類(びん)

 古紙類

 乾電池

 蛍光灯

 ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ

 草木類

破砕・選別・

圧縮・梱包

一時保管
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分別区分及分別区分及分別区分及分別区分及びびびび収集体制収集体制収集体制収集体制    

 

(平成 25 年 4月 1日現在)   

分別区分 具体的品目 排出方法 収集形態 収集回数 

燃やすごみ 

台所ごみ、プラスチック類、トレイ、ゴ

ム・革製品、発泡スチロール 指定袋 

(有料) 

委託 

週 2 回 

燃やさないごみ 

茶碗・食器、陶磁器類、びん類の割れ物・

ヤカン、小型家電等 

月 2 回 

資

源

 

缶類 空き缶、クッキー缶、スプレー缶等 

透明袋 

(無料) 

週 1 回 
びん類 空びん、油びん等 

紙類 

新聞、雑誌、ダンボール、牛乳パック、

雑がみ 

束ねて 

ペット

ボトル 

ペットボトル 

透明袋 

(無料) 

月 2 回 

草木 枝葉、枯葉 

透明袋(無料) 

または束ねて 

燃やす 

粗大ご

み 

① 

通常の粗大ごみ 

（約 90cm 以上 または 約 10kg 以上） 

処理券貼付 

（有料） 

受付制 

② 

袋に入る粗大ごみ 

（布団・毛布） 

指定袋 

(有料) 

燃やさ

ない 

粗大ご

み 

① 

通常の粗大ごみ（約90cm以上 または 約

10kg 以上） ガスコンロ、電子レンジ 

処理券貼付 

② 

袋に入る粗大ごみ 

（カセットコンロ・鉄アレイ等） 

指定袋 

(有料) 

③ 

ブラインド、カーテンレール、ものほし

パイプ、ゴルフクラブ等 

束ねて 

処理券貼付 

有害ごみ 蛍光管、水銀使用製品、ライター 

透明袋 

(無料) 

週 1 回 
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３３３３．．．．処理業者一覧処理業者一覧処理業者一覧処理業者一覧    

（（（（１１１１））））    収集運搬委託業者収集運搬委託業者収集運搬委託業者収集運搬委託業者    

                                                （平成 25 年 4 月 1日現在） 

 名称 代表者名 所在地 

委託車両台数 

TEL 
可燃・不燃 

草木・ﾍﾟｯﾄ 

粗大 

公共粗大 

かん・びん 

紙・有害 

計 

1 宜野湾市清掃事業協同組合 宮城 清満 

宜野湾市 

字佐真下 74 

9 1   10 898-7035 

2 (有)宜野湾クリーンサービス 呉屋 健 

宜野湾市 

大山 3-28-5 

6 1   7 898-9341 

3 

(社)宜野湾市シルバー人材 

センター 

高宮城 昇 

宜野湾市 

新城 2-4-11 

    6 6 893-6828 

  計 3 業者     15 2 6 23   

    

（（（（２２２２））））    収集運搬業許可業者収集運搬業許可業者収集運搬業許可業者収集運搬業許可業者    

                                                （平成 25 年 4 月 1日現在） 

  名称 代表者名 所在地 

許可車両 

台数 

TEL 備考 

1 (有)森屋衛生 森屋 幸雄 

宜野湾市 

新城 2-23-6 

6 892-1148 事業系ごみ 

2 (有)米須衛生社 米須 清次 

宜野湾市 

字愛地 178-1 

6 893-4984 〃 

3 (資)照喜名衛生社 照喜名 昇 

宜野湾市 

長田 2-12-12 

6 892-2502 〃 

4 (有)照山環境 照喜名 朝春 

宜野湾市 

野嵩 3-35-3 

2 893-8090 

し尿 

浄化槽清掃業 

5 石川 清 － 

宜野湾市 

大山 4-2-24 

1 897-3925 〃 

6 オパス(株) 與那嶺 健和 

浦添市 

前田 3-3-3 

6 877-7120 犬・猫死骸 

7 (株)沖善社 仲西 弘一 

沖縄市 

胡屋 5-2-1 

1 933-5400 病理物及び胎盤 

8 沖縄県医療廃棄物事業協同組合 南 裕次 

沖縄市 

字登川 3410-1 

3 939-9999 

紙くず・木くず・繊維くず（医療

機関） 

9 (株)環境ソリューション 仲西 昇 

沖縄市 

字登川 3320-1 

7 937-8660 〃 

  計 9 業者     38       

 

（（（（３３３３））））    処分業許可業者処分業許可業者処分業許可業者処分業許可業者    

                                                （平成 25 年 4 月 1日現在） 

  名称 代表者名 所在地 TEL 備考 

1 オパス(株) 與那嶺 健和 

宜野湾市 

前田 3-3-3 

877-7120 犬・猫死骸焼却 

 計 1 業者         
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４４４４．．．．ごみのごみのごみのごみの収集収集収集収集・・・・処理量処理量処理量処理量    

((((１１１１))))    平成平成平成平成 25252525 年度収集量及年度収集量及年度収集量及年度収集量及びびびび処理量処理量処理量処理量                                                                                        （単位：ｔ）    

 

 

((((２２２２))))    平成平成平成平成 25252525 年度収集処理内訳年度収集処理内訳年度収集処理内訳年度収集処理内訳                                                                                            （単位：ｔ） 
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    ((((３３３３))))    人口人口人口人口とごみとごみとごみとごみ収集量収集量収集量収集量のののの推移推移推移推移    

    （各年度末） 

年度 世帯数 人口 家庭系収集量 事業系収集量 

 (世帯) (人) (t) (t) 

16 35,029 88,565 16,884 8,329 

17 35,753 89,072 16,792 8,661 

18 36,344 90,018 16,947 8,372 

19 36,838 90,589 16,829 8,349 

20 37,325 91,264 16,274 7,915 

21 38,628 92,809 16,658 7,890 

22 39,155 93,436 16,941 7,720 

23 

24 

40,084 

40,008 

94,715 

94,961 

17,564 

17,852 

7,798 

8,322 

25 40,230 95,706 17,274 8,383 

                    ※世帯と人口は各年度末の住民基本台帳を用いている。（外国人含む） 

 

総収集量内訳 
ごみの種類別搬入状況 
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((((４４４４))))    焼却焼却焼却焼却・・・・埋立処分量埋立処分量埋立処分量埋立処分量のののの推移推移推移推移                                                                                                                    

（単位：ｔ）    

    

    

    

 

 

 

 

主灰 飛灰 残渣 飛灰 残渣 スラグ 破砕不燃 合計 主灰 飛灰 合計 主灰 飛灰 残渣 合計

平成21年度 5,633 637 1,292 ―――― ―――― ―――― ―――― 7,562 615 245 860 1,520 612 205 2,337

平成22年度 ―――― ―――― ―――― 2,328 1,248 584 818 4,978 0 0 0 1,550 664 147 2,361

平成23年度 ―――― ―――― ――――
2,660 1,038 0 696

4,394
0 0

0 1,671 689 173 2,533

平成24年度 ―――― ―――― ――――
2,591 929 0 734 4,254 0 0 0 1,698 695 120 2,513

平成25年度 ―――― ―――― ――――
2,623 957 292 670 4,542 0 0 0 1,688 684 263 2,635

倉浜衛生施設組合(旧炉) 倉浜衛生施設組合(新炉) 東部からの倉浜分搬入量 東部から東部分搬入量

主灰 飛灰 残渣 スラグ 破砕不燃 合計

平成21年度 7,768 1,494 1,497 ―――― ―――― 10,759

平成22年度 1,550 2,992 1,395 584 818 7,339

平成23年度 1,671 3,349 1,211 0 696 6,927

平成24年度 1,698 3,286 1,049 0 734 6,767

平成25年度 1,688 3,307 1,220 292 670 7,177

搬入量合計

東部分 

倉浜分 

最終処分場埋立の推移 

（ｔ） 

※東部…与那原町、西原町、南城市で組織する東部清掃施設組合のこと。 

※主

しゅ

灰

ばい

…焼却後、炉の底部から排出される燃えがらのこと。 

※飛

ひ

灰

はい

…焼却後、排ガス中にバグフィルタなどの集塵装置で捕集された固

形物のこと。 

※残渣

ざんさ

…焼却後の燃え残り、未燃分のこと。 

※スラグ…溶融した金属から分離して浮かぶかすのこと。 
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((((５５５５))))    1111 人人人人 1111 日当日当日当日当たりのごみのたりのごみのたりのごみのたりのごみの排出量排出量排出量排出量のののの推移推移推移推移    

    

       単位：t/年  

  

燃やす 

ごみ 

燃やさな

いごみ 

粗大ごみ 資源 有害 合計 

１人１日あたり

のごみ量 

（g/人日） 

 

H19 21,197 694 1,201 2,086 
 

25,178 754  

H20 20,555 639 516 2,478 
 

24,188 720  

H21 20,704 656 367 2,821 
 

24,548 725  

H22 20,880 678 364 2,732 
7 

24,661 723  

H23 21,400 471 410 3,068 
14 

25,363 736  

H24 22,302 484 461 2,913 
14 

26,174 754  

H25 22,057 438 455 2,692 13 25,657 735  

※資料：倉浜衛生施設組合「平成 18 年度～平成 24 年度 ごみ搬入及び処理状況年報」 

※本資料における人口は各年度 9月末日現在（外国人含む）を使用している。  
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５５５５．．．．犬犬犬犬・ねこの・ねこの・ねこの・ねこの死骸処理死骸処理死骸処理死骸処理    

市道及び公共施設等の犬・ねこの死骸について、収集・運搬・処分を行った。 

平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

427 件 465 件 434 件 

 

６６６６．．．．不法投棄防止対策及不法投棄防止対策及不法投棄防止対策及不法投棄防止対策及びびびび処理処理処理処理    

不法投棄されたごみの撤去作業、投棄者調査・指導を行うほか、常習場所や不法投棄されやすい

地域において、警告看板を設置し、監視パトロールを実施するなど不法投棄防止対策を行っている。 

 

７７７７．．．．放置自動車放置自動車放置自動車放置自動車のののの処理処理処理処理    

放置自動車の撤去処理については、「宜野湾市放置自動車の発生の防止及び適正な処理に関する

条例」に基づき実施している。 

市道や公園等、市有地上の放置自動車の処理にあたっては、市民からの通報などをもとに調査を

行い、所有者の判明した車両については、所有者に撤去させるほか、所有者が判明しない車両につ

いては、撤去処分公告を経た後に撤去している。私有地に放置された自動車について所有者が判明

しない場合は、土地や建物の所有者（管理者）の責任にて処分するよう指導を行っている。 

環境対策課環境対策課環境対策課環境対策課    対応区分対応区分対応区分対応区分    

年 度 発生件数 

原因者による 

自主撤去数 

市による撤去数 その他件数 

平成 23 年度 9 6 0 3 

平成 24 年度 15 11 0 4 

平成 25 年度 6 3 0 3 

※1 撤去については、発見・通報のあった年度を越えて実施している場合がある。 

※2 通報受付及び調査に関しては、放置状況に応じて、各担当部署が行っている。 

 

８８８８．．．．事業所事業所事業所事業所ごみごみごみごみ対策事業対策事業対策事業対策事業    

「資源循環型社会」の実現をめざして、ごみの発生の抑制と再資源化などの徹底をスローガンに、

平成 13 年 4 月に「宜野湾市廃棄物の減量化の推進及び適正処理に関する条例」を施行した。この

条例で、市・事業者・市民の三者の役割・責任を明確にし、三者の協力体制によるごみの減量・再

資源化とともに、とくに事業者には自己処理責任の徹底など、責務と努力目標を規定している。 

また、平成 23 年 4 月より事業系ごみの 3 分別化（可燃・不燃・資源）を導入し、更なるごみの

減量化・資源化を進めている。 

 

９９９９．．．．クリーンリーダークリーンリーダークリーンリーダークリーンリーダー        

市内の廃棄物に関する情報を適時に把握し、資源回収の推進と一般廃棄物の散乱の防止を迅速か

つ適切に行うため、平成 4 年 3月に「宜野湾市クリーンリーダー設置規定」を制定した。クリーン

リーダーは清掃指導員と連携を密にし、毎月の定例会などを通して、環境保全対策を協議している。 

宜野湾市クリーンリーダー ： 44 人（平成 25年 3 月末現在）
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10101010．．．．共同住宅共同住宅共同住宅共同住宅のののの建設時建設時建設時建設時のののの事前協議事前協議事前協議事前協議    

 宜野湾市廃棄物の減量化の推進及び適正処理に関する条例第 16 条に基づき、共同住宅を建築し

ようとする者は、あらかじめ、一般廃棄物の排出方法等について市と協議を行うことになっている。 

 共同住宅は、店舗や事務所等併用して建設される場合が多く、その場合は家庭系ごみと事業系ご

みを区分して集積しなければならないため、市の収集対象や事業者の自己責任の明確化を図れるよ

う事前協議を行っている。 

事前協議年度別実績 

年度 24 年度 25 年度 

件数 55 件 81 件 

 

11111111．．．．新炉稼動開始新炉稼動開始新炉稼動開始新炉稼動開始        

平成 22 年度 4 月より、倉浜衛生施設組合にて以前稼働していた焼却施設に代わり、熱回収施設が稼

動し、またリサイクルセンターも新たに供用が開始された。 

熱回収施設は、一般廃棄物（可燃ごみ）を対象とし、流動床式ガス化溶融方式にてごみの熱分解ガス

を使用し高熱で炭化した灰を溶融する施設である。この過程で発生するメタルやスラグは路盤材等に有

効利用していく。また余熱利用を実施し、場内の冷暖房や発電等を行う。 

リサイクルセンターでは、缶類、びん、ペットボトル、古紙等の資源を分別して再生利用し、また不

燃ごみ及び不燃性粗大ごみは破砕し、鉄・アルミを選別して資源物として再生利用している。 

 

熱回収施設熱回収施設熱回収施設熱回収施設のののの施設概要施設概要施設概要施設概要    

 

リサイクルセンターのリサイクルセンターのリサイクルセンターのリサイクルセンターの施設概要施設概要施設概要施設概要    

項　 目 内　　 容

施 設 名 称 エコトピア池原

所 在 地 沖縄市字池原3394番地

稼 動 年 月 日 平成22年

炉 形 式 流動床式ガス化溶融炉システム

施 設 規 模 309t/日（103t/24h×3炉）

延床面積：9,425.85㎡

建築面積：5,059.55㎡

煙　　　突：高さ；59m

建 築 規 模

項　 目 内　　 容

施 設 名 称 エコループ池原

所 在 地 沖縄市字池原3394番地

稼 動 年 月 日 平成22年

処 理 方 式 破砕・選別・圧縮・梱包

施 設 規 模 82t/日（5h）

延床面積：5,480.57㎡

建築面積：3,195.33㎡

建 築 規 模



 

 

12121212．．．．宜野湾市一般廃棄物宜野湾市一般廃棄物宜野湾市一般廃棄物宜野湾市一般廃棄物（（（（ごみごみごみごみ））））処理基本計画処理基本計画処理基本計画処理基本計画のののの概要概要概要概要    
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Ⅳ し尿処理事業 

 

 

１．概   況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 23 

 

２．生活排水処理人口の推移・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 24 

 

３．し尿・浄化槽汚泥の処理量の推移・・・・・・・・・・・・・・ 25 
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１１１１．．．．概概概概            況況況況    

昭和 37 年 7 月の市制施行により、清掃法の規定による「特別清掃地域」となったこ

とに伴い、衛生行政の強化と改善を図るため、翌年の 2 月に「宜野湾市清掃条例」を施

行した。これにより汲み取り業者は市長の許可制となり、市の責任体制が確立された。 

当時、し尿は、中部 9 市町村が輪番制で海洋投棄を行い処理していた。しかし、海洋

汚染防止の時代要請もあり、従来の海洋投棄による処理方法を廃止するため、倉浜衛生

施設組合は昭和 52 年 2 月に処理能力 130kl／日の近代的なし尿処理場「宜野湾清水苑

（せいすいえん）」を伊佐に建設した。以降清水苑では、宜野湾市・沖縄市・北谷町か

ら排出されるし尿の適正な処理を行っている。 

2 市 1 町におけるし尿及び浄化槽汚泥の処理・処分の形態は次のとおりである。 

し尿の収集は 2市 1 町の許可業者によって「し尿」・「浄化槽汚泥」別に戸別収集され、

倉浜衛生施設組合「宜野湾清水苑」へ搬入される。搬入に際し、倉浜衛生施設組合一般

廃棄物処理手数料に関する条例により処理手数料を徴収している。 

搬入されたし尿及び浄化槽汚泥の処理・処分は、倉浜衛生施設組合「宜野湾清水苑」

で行い、その処理方式は、嫌気消化方式、加圧浮上法＋活性汚泥法に加え、高度処理（オ

ゾン脱色法＋濾過処理法）によって行われ、浄化された処理水は、宜野湾市伊佐地先の

海域に放流されている。また排出される処理汚泥は汚泥処理施設を設置している業者に

処分を委託している。 

公共下水道の整備促進により水洗化普及率は年々上昇する一方、し尿収集世帯は減少、

散在化し、収集量も大幅に減少している。このような状況の中、減少する業務量にあわ

せ許可業者の合理化を推進してきた。平成 25 年 4 月現在、宜野湾市のし尿収集運搬業

務は、許可業者 2 者により行っている。
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２２２２．．．．生活排水処理人口生活排水処理人口生活排水処理人口生活排水処理人口のののの推移推移推移推移    

本市における生活排水処理人口は下記のとおりとなっている。 

平成 25 年度において、計画処理区域内の人口は 87,635 人となっており、そのうちの

85,489 人が公共下水道を使用している。また、計画処理区域内人口に対する普及率は

97.6％となっている。 

                                    単位：人 

区 分 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 

行政人口   90,589  91,264  92,062  92,467  93,751  94,961  95,706 

計画処理区域内人口 a 82,105  83,353  84,634  85,068  86,319  86,594  87,635 

 公共下水道 b 80,230  81,227  81,765  81,998  82,897  83,595  85,489 

 その他  1,875  2,126  2,869  3,070  3,422  2,999  2,146 

計画処理区域外人口   8,484  7,911  7,428  7,399  7,432  8,367  8,071 

下水道普及率 c=b/a 97.7% 97.4% 96.6% 96.4% 96.0% 96.5% 97.6% 

※1：「その他」とは合併処理浄化槽、単独処理浄化槽、くみ取りの世帯の人口の事である。 

※2：「下水道普及率」とは計画処理区域内人口に対する下水道の普及率のことである。 

 

 



 

25 

３３３３．．．．しししし尿尿尿尿・・・・浄化槽汚泥浄化槽汚泥浄化槽汚泥浄化槽汚泥のののの処理量処理量処理量処理量のののの推移推移推移推移    

本市のし尿及び浄化槽汚泥の収集運搬量は減少傾向にあり、平成 24年度実績で、し尿 763 

kl、浄化槽汚泥 2,928 kl、合計 3,691 kl となっており、１日平均で、約 12.2 kl/日であ

る。（平成 24 年度 搬入日数 307 日） 

 

  

し尿運搬量 

(kl) 

浄化槽汚泥 

(kl) 

収集運搬量 計 

(kl) 

１日平均収集量 

(kl/日) 

H18 1,303 3,965 5,268 17.0 

H19 1,369 2,964 4,333 14.0 

H20 1,140 3,131 4,271 13.8 

H21 1,191 2,850 4,041 13.0 

H22 800 3,130 3,930 12.6 

H23 549 3,296 3,845 12.4 

H24 763 2,928 3,691 12.2 

H25 893 3,343 4,237 13.8 

 

 



 

 

 

  



 

 

Ⅴ 事業推進体制 

 

 

１．機構及び事務分掌・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 26 

(１) 機  構 

(２) 事務分掌 

 

２．清掃施設・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 28 

(１) 清掃工場 

(２) 最終処分場・し尿処理施設 

 

３．予算・決算・原価・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 31 

(１) 予算 

(２) 決算推移 

(３) 原価計算（平成 24年度） 

 

４．事業年表・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 35 

  



 

 

 

  



 

26 

１１１１．．．．機構及機構及機構及機構及びびびび事務分掌事務分掌事務分掌事務分掌    

（（（（１１１１））））    機機機機        構構構構    

（平成 25年 4月 1日現在） 

    

    

    

    

    

（（（（２２２２））））    事務分掌事務分掌事務分掌事務分掌    

 

市 民 経 済市 民 経 済市 民 経 済市 民 経 済 部部部部        環 境 対 策環 境 対 策環 境 対 策環 境 対 策 課課課課    

清 掃 指 導清 掃 指 導清 掃 指 導清 掃 指 導 係係係係 

098-893-4411 内線(452～455、486～487)  098-893-4140 （粗大ごみ受付専用電話） 

(１) 一般廃棄物処理計画及び分別収集計画に関すること 

(２) 一般廃棄物の収集及び運搬の委託に関すること 

(３) 一般廃棄物処理業の許可、指導及び監督に関すること 

(４) 家庭系一般廃棄物の適正排出の普及及び啓発に関すること 

(５) 一般廃棄物の発生抑制、再使用及び再生利用施策の企画、立案及び推進に関すること 

(６) 一般廃棄物減量推進審議会に関すること 

(７) 一般廃棄物処理手数料の徴収に関すること 

(８) 倉浜衛生施設組合との連絡及び調整に関すること 

(９) 清掃事業概要作成に関すること 

(10) 粗大ごみの受付及び収集に関すること 

(11) クリーンリーダーに関すること 

(12) 資源回収推進団体への報償金交付に関すること 

(13) 生ごみ処理容器の購入費助成制度に関すること 

(14) 共同住宅の建設時の事前協議及びごみ置き場の設置に関すること 

(15) 不法投棄ごみの調査、回収及び防止に関すること 

(16) 放置自動車の調査に関すること 

(17) ボランティア清掃及び区内清掃に関すること 

(18) 空き缶プレス機に関すること 

(19) 一般廃棄物搬入許可証の発行に関すること 

(20) ごみ収集業者との連絡調整事務に関すること 

(21) 各種照会・調査依頼文書の処理に関すること

環境対策課 清掃指導係

環境指導係

（7人） （3人）

（3人）

課　長
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環 境 指 導環 境 指 導環 境 指 導環 境 指 導 係係係係 

098-893-4411 内線(451・456・457)  

(１) 環境衛生思想の啓発に関すること 

(２) 環境衛生業務の委託に関すること 

(３) ハブ対策に関すること  

(４) そ族・昆虫等駆除に関すること 

(５) 空き地の適正管理指導及び勧告事務に関すること 

(６) 環境保全業務及び各種公害防止に関すること 

(７) 野外焼却（野焼き）の指導に関すること 

(８) 特定建設作業に関すること 

(９) 特定施設設置に関すること 

(10) 騒音測定に関すること 

(11) 自動車騒音常時監視業務の委託に関すること 

(12) 飼育犬の登録・狂犬病予防及び野犬に関すること 

(13) 犬猫の保護、その他負傷した動物等の管理運搬に関すること 

(14) 飼い犬・猫等による被害調査及び各種指導に関すること 

(15) 犬・猫の死骸処理の指導及び引取りに関すること 

(16) 自然保護に関すること  

(17) 鳥獣飼養登録・更新事務に関すること 

(18) 夏休みこども自然観察会に関すること 

(19) 宜野湾市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）に関すること 

(20) 宜野湾市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）に関すること 

(21) 宜野湾市墓地基本計画に関すること 

(22) 墓地・納骨堂・火葬場の経営の許可等に関すること。 

(23) 市無縁者之墓の管理及び無縁墓地に関すること 

(24) 各種照会・調査依頼文書の処理に関すること 
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２２２２．．．．清清清清    掃掃掃掃    施施施施    設設設設    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

農民研修

センター

サンエーＶ２１

ケンタッキー

沖縄北

ＩＣ

東南植物楽

園入口看板

倉浜衛生倉浜衛生倉浜衛生倉浜衛生

施設組合施設組合施設組合施設組合

嘉手納基地

第３ゲート

倉敷ダム

東南植物楽園

倉敷環境

最終最終最終最終

処分場処分場処分場処分場

←至　嘉手名 池武当　至→

←
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パ
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国

道
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←
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町
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覇
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至

→

国

道
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号

線
至

　

普

天

間

伊

佐

交

差

点

国

道

5

8

号

線

（

バ

イ

パ

ス

）

沖縄県宜野湾

浄化センター

宜野湾宜野湾宜野湾宜野湾

清水苑清水苑清水苑清水苑

伊

利

原

団

地

青

少

年

ホ

ー

ム

伊佐公民館

法務局
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（（（（１１１１））））    清清清清    掃掃掃掃    工工工工    場場場場    

    

エコトピア池原  エコループ池原 

規 

模 

及 

び 

形 

式 

等 

稼  動  年  月 平成 22 年 4 月 〃 平成 22 年 4 月 

炉   形   式 流動床式ガス化溶融炉システム 〃 ― 

処 理 形 式 ― 〃 選別・破砕・圧縮・梱包 

施  設  規  模 309t／日（103t/24h×3 炉） 〃 82t／日（5ｈ） 

設 計 施 行 メ ー カ ー 

荏原環境プラント株式会社 
株式会社仲本工業 
光南建設株式会社 特定建設共同企業体 
 

〃 

新明和工業株式会社 
玉鐵建設株式会社 特定建設工事企業体 

建 築 規 模 延床面積 9,425.85 ㎡ 〃 延床面積 5,480.57 ㎡ 

設 備 内 容 

受入供給設備 
ごみピット・破砕ごみピット 
ごみクレーン 

〃 
受入貯留ヤード 

燃焼方式 流動床式ガス化溶融炉システム 

各 

ラ 

イ 

ン 

不燃ごみライン 
処理能力 21t/5h 

燃焼条件 
ガス化炉 500℃～600℃ 
溶融炉 1,300℃～1,400℃ 

不燃性粗大ごみライン 
処理能力 7t/5h 

ガス冷却方式 廃熱ボイラ方式 
缶類ライン 
処理能力 12t/5h 

通風方式 平衡通風方式・煙突（59ｍ） 

除塵方式 ろ過式集塵装置・触媒脱硝装置 
びん類ライン 
処理能力 8t/5h 

排水処理設備 凝集沈殿方式・ろ過方式 

余熱利用設備 
蒸気タービン発電機及び 
蒸気利用方式 

ペットボトルライン 
処理能力 3t/5h 

灰出し設備 薬剤処理（混練機）方式 
紙類ライン 
処理能力 31t/5h 

給水設備 圧力給水方式（河川水＆上水利用） 

建  設  負  担  金 15,017,922,867 円 
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（（（（２２２２））））    最最最最    終終終終    処処処処    分分分分    場場場場・し・し・し・し    尿尿尿尿    処処処処    理理理理    施施施施    設設設設    

   

最終処分場（埋立処分場・浸出水処理施設） し尿処理施設（宜野湾清水苑） 

規 

模 

及 

び 

形 

式 

等 

稼  動  年  月 

 

平成 9 年 4 月 

※平成 9 年 2 月から試運転及び埋立を始める。 

 

昭和 52 年 4 月 

処 理 方 式 

 

（埋立処分場） 

 準好気性埋立・サンドイッチ工法 

（浸出水処理施設） 

 接触ばっ気生物処理＋疑集沈殿 

 

浄化処理方式 

（活性汚泥法・加圧浮上法・オゾン脱色法 

 ・濾過処理） 

施  設  規  模 

 

（埋立処分場） 

 埋立面積  38,000 ㎡ 

 埋立容量  400,000 ㎡ 

 埋立期間  15 年間（平成 23 年） 

（浸出水処理施設） 

 処理能力  140 ㎥／日 

 

130 ㎘／日 

建 築 規 模 
（敷地面積） 

 68,694 ㎡ 

 ※搬入路・埋立処分場・浸出水処理施設 

 

（敷地面積） 

13,039.22 ㎡ 

（建物面積） 

 延面積 1,319.78 ㎡ 

 

処 理 目 標 ― 

 

（BOD）  10mg／ℓ 

（S  S）  15mg／ℓ 

 

計 画 水 質 

 

流入水質処理（放流）水質 

B O D ・・・ 250mg／ℓ ⇒ 10mg／ℓ 

C O D ・・・ 100mg／ℓ ⇒ 20mg／ℓ 

S S ・・・ 300mg／ℓ ⇒ 10mg／ℓ 

T － N  ・・・ 100mg／ℓ ⇒ 10mg／ℓ 

P H ・・・  －  ⇒ 5.8～8.6 

色 度 ・・・  －  ⇒ 30 度以下 

大腸菌群数 ・・・  －  ⇒ 1,000 個以下 

 

流入水質処理（放流）水質 

建  設  負  担  金 

 

2,738,582 千円 

 ※ 内 訳 

国庫補助金  1,179,538 千円 

起 債  1,130,800 千円 

一 般 財 源      428,244 千円 

 

 

1,293,000 千円 

 ※ 内 訳 

国庫補助金  252,900 千円 

起 債  964,500 千円 

一 般 財 源   75,600 千円 
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３３３３．．．．予算予算予算予算・・・・決算決算決算決算・・・・原価原価原価原価 

（（（（１１１１））））    予予予予        算算算算    

平成 25 年度清掃費当初予算内訳 

（単位：千円） 

  

平成 25 年度一般会計当初予算額 

（単位：千円） 

 

議会費 318,701 

総務費 4,430,682 

民生費 15,520,095 

衛生費衛生費衛生費衛生費    2,426,860 2,426,860 2,426,860 2,426,860 

内内内内

訳訳訳訳    

保健衛生費 1,622,696 

清掃費清掃費清掃費清掃費    804,164804,164804,164804,164    

労働費 546,302 

農林水産業費 39,632 

商工費 180,280 

土木費 3,600,682 

消防費 754,014 

教育費 6,749,663 

災害復旧費 18 

公債費 2,393,070 

諸支出金 1 

予備費 40,000 

合計 37,000,000 
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平成 25 年度当初予算事業別内訳                    

（単位：千円） 

 

  項  目 事業別内訳 

清 掃 費 

804,164 

１．清掃総務費 

  636,994 

 

 

 

１ 職員給与                43,741 

２ 清掃事務運営費              6,760 

３ 資源ゴミ回収事業              47,898 

４ 倉浜衛生施設組合処理負担金事業      480,665 

５ ごみ減量対策事業             57,930 

２．塵芥処理費 

  167,170 

１ 塵芥処理事務運営費            1,600 

２ ごみ処理委託事業             165,570 
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（（（（２２２２））））決算推移決算推移決算推移決算推移※平成 25 年度は決算見込値 

 歳入    （単位：円） 

  一般会計決算額 清掃事業決算額 使用料及び手数料 県補助金 その他収入 

14 24,326,782,502 1,150,870 31,000 954,000 165,870 

15 23,308,918,851 88,458,545 88,217,000  241,545 

16 23,937,825,027 49,173,780 48,924,390  249,390 

17 23,570,818,027 108,152,727 107,860,940   291,787 

18 24,075,675,879 110,743,650 110,476,700   266,950 

19 26,198,977,380 108,889,141 108,467,650   421,491 

20 26,572,595,923 100,612,983 100,410,090   202,893 

21 30,064,134,289 104,344,366 104,121,000   223,366 

22 30,838,439,775 106,239,460 106,001,000   238,460 

23 33,252,545,969 113,350,949 113,210,880   140,069 

24 34,684,773,689 119,178,959 118,976,290  202,669 

25 41,925,547,119 121,991,838 121,848,650  143,188 

  

 歳出    （単位：円） 

  一般会計決算額 清掃事業決算額 清掃総務費 塵芥処理費 し尿処理費 

14 23,706,088,242 744,002,028 591,000,925 152,992,703 8,400 

15 22,765,674,985 765,986,784 611,807,341 154,179,443 0 

16 23,408,576,693 713,502,174 560,367,769 153,134,405 0 

17 23,210,197,883 699,307,245 546,093,629 153,213,616  

18 23,596,974,546 864,364,026 711,285,815 153,078,211   

19 25,919,223,546 880,227,200 726,239,870 153,987,330   

20 24,754,600,662 876,381,615 721,683,615 154,698,000   

21 29,356,865,532 1,021,684,168 854,694,768 166,989,400   

22 29,990,463,144 702,851,123 535,861,723 166,989,400   

23 32,138,783,419 714,024,000 546,854,600 167,169,400   

24 33,236,876,171 736,648,850 569,739,450 166,909,400   

25 40,426,858,486 757,479,113 590,349,713 167,129,400   
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（（（（３３３３））））    原価計算原価計算原価計算原価計算 

 

 

 

平成2４年度原価計算 (単位：円）

収 集 運 搬 費 等 230,218,000

中間処理費・最 終処 分費 315,641,000

部 門 直 接 原 価 545,859,000

ご み 量 （ ｔ ） 26,174

１ t 当 た り の 経 費 20,855

市 民 １ 人 当 た り の 経 費 5,742

※平成24年度一般廃棄物処理事業実態調査より抜粋。

※本資料における人口は平成24年9月末現在（外国人含む）を使用している。

※中間処理費・最終処分費の中より建設・改良費を除く。

※部門直接原価とは、部門（収集運搬・中間処理・資源化、最終処分）ごとに取扱量あ

たりの費用を算出し、合算した値のことです。本市の平成 24 年度における部門直接

原価は中間処理と最終処分に 58％、収集運搬等に 42％の配分となっています。 



 

 

４４４４．．．．事事事事    業業業業    年年年年    表表表表    

    

年 月 本 市 関 係 倉 浜 衛 生 施 設 組 合 関 係 法 令 関 係 

明治 33 

昭和 29 

昭和 37 

昭和 38 

昭和 41 

昭和 42 

 

 

昭和 42 

昭和 43 

昭和 44 

昭和 44 

 

 

昭和 45 

昭和 45 

昭和 46 

 

昭和 46 

昭和 48 

 

昭和 49 

昭和 49 

 

昭和 49 

 

昭和 50 

 

昭和 51 

昭和 51 

昭和 51 

 

昭和 52 

4 

7 

7 

2 

7 

4 

 

 

12 

1 

12 

12 

 

 

1 

10 

3 

 

9 

10 

 

4 

4 

 

7 

 

10 

 

2 

4 

4 

 

2 

 

 

市制施行 

許可業者によるごみ収集を開始 

北中城村渡口にごみ処理場を設置 

市がごみ収集車を購入。市によるごみ収集

が始まる。（公共の場のごみ、共同作業に

よって出たごみ等） 

北中城村渡口のごみ処理場を撤去 

中城村南浜にごみ処理場を設置 

中城村南浜のごみ処理場を撤去 

 

 

 

喜友名でごみの埋立処理を始める 

 

 

 

 

地元住民との団体交渉の結果、清掃工場計

画が白紙に戻る 

ごみ収集料金の無料化を実施 

 

 

処分場を確保できず、ごみ収集が約２週間

中断 

ごみ処理問題解決のための、し尿処理場計

画を市報で公表 

 

 

ごみ処理方法の移行に伴い、ごみの分別収

集（燃えるごみ・燃えないごみ）を開始 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般廃棄物の協同処理を目的に「コザ

市・宜野湾市・北谷村清掃施設組合」を

設立 

 

宜野湾市が組合より脱退 

「コザ市・北谷村清掃施設組合」におい

て県内初のごみ焼却炉を建設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宜野湾市が組合へ再加入 

新清掃工場落成式 

 

 

し尿処理施設「宜野湾清水苑」落成式 

汚物清掃法施行 

清掃法施行 

 

宜野湾市清掃条例施行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行 

 

 

 

宜野湾市廃棄物の処理及び清掃に関する条

例施行 
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年 月 本 市 関 係 倉 浜 衛 生 施 設 組 合 関 係 法 令 関 係 

昭和 52 

平成 3 

 

平成 3 

平成 4 

平成 4 

平成 4 

 

 

平成 4 

平成 4 

 

平成 5 

 

 

平成 7 

 

 

平成 7 

 

平成 7 

 

平成 8 

平成 8 

 

 

平成 8 

 

平成 9 

平成 10 

 

平成 11 

 

平成 12 

平成 12 

平成 12 

5 

3 

 

4 

3 

 

 

 

 

 

12 

 

4 

 

 

 

 

 

 

 

12 

 

3 

 

 

 

12 

 

 

10 

 

12 

 

6 

6 

6 

 

 

 

資源ごみ回収団体への報償金制度実施 

 

クリーンリーダー制度を実施 

廃棄物の量的増大・質的多様化に対応する

ため、門前収集のモデル地域を設定（～平

成 6） 

 

 

 

家庭から出る生ごみの有効利用を図るた

め、生ごみ処理容器購入費補助金制度を実

施 

市民・児童生徒への減量化・リサイクルの

普及啓発活動のため、市役所に空き缶プレ

ス機を設置 

古紙・缶・びんの資源ごみ収集のため、モ

デル地域を 2地区設定 

第 1回生ごみ処理容器の堆肥による花のま

ちづくりコンテスト実施 

宜野湾市一般廃棄物処理基本計画策定 

ごみに関する啓蒙・啓発用ビデオ『リサイ

クルを始めよう』を製作し、市内小中学校

の教材として活用。 

 

 

大型生ごみ処理機を福寿園に設置 

市内全域において資源ごみ収集（古紙・

缶・ビン）を開始 

 

 

資源ごみの透明袋での収集を開始 

ペットボトルの分別収集を開始 

組合名称を「倉浜衛生施設組合」と変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組合独自の最終処分場となる一般廃棄物

最終処分場が完成 

 

 

 

組合において、ダイオキシン対策工事を

完了 

 

 

民間企業への委託による草木類のリサイ

クルを開始 

 

宜野湾市資源回収推進団体報償金交付要綱

制定 

 

宜野湾市クリーンリーダー設置規定制定 

 

 

 

 

宜野湾市廃棄物減量推進協議会規則制定 

宜野湾市生ごみ処理容器購入費補助金交付

要綱制定 

 

3
6
 



 

 

年 月 本 市 関 係 倉 浜 衛 生 施 設 組 合 関 係 法 令 関 係 

平成 13 

 

平成 14 

 

平成 14 

 

平成 15 

平成 15 

 

平成 15 

 

平成 16 

平成 17 

平成 19 

平成 20 

平成 20 

 

平成 22 

 

 

平成 23 

 

平成 23 

平成 25 

 

3 

 

6 

 

6 

 

10 

11 

 

12 

 

4 

6 

4 

3 

4 

 

4 

 

 

3 

 

4 

3 

 

9 

 

 

 

 

 

 

パソコンリサイクル制度の開始 

家庭ごみの有料化について、一般廃棄物減

量推進審議会より答申 

 

 

家庭ごみの有料化実施 

分別収集計画策定 

宜野湾市一般廃棄物処理基本計画改定 

「新しいごみの分け方・出し方」全戸配布 

ごみ分別・収集曜日の変更。草木の定期収

集開始。 

 

 

 

「事業系ごみの分け方・出し方」ポスター

配布 

事業系ごみの 3 分別収集実施 

宜野湾市一般廃棄物処理基本計画（改訂

版）策定 

ダンボールコンポスト講習会（生ごみ処理

実践講習会）開始 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「倉浜衛生施設組合」新炉稼動開始 

エコトピア池原（熱回収施） 

エコループ池原（リサイクルセンター） 

 

宜野湾市廃棄物の減量化の推進及び適正処

理に関する条例制定 

宜野湾市一般廃棄物減量推進審議会規則制

定 

宜野湾市放置自動車の発生の防止及び適正

な処理に関する条例制定 

 

 

 

宜野湾市ポイ捨てのない快適なまちづくり

条例制定 
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宜野湾市分別収集計画宜野湾市分別収集計画宜野湾市分別収集計画宜野湾市分別収集計画書書書書    

宜野湾市告示第 53 号 

容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（平成７年法律第 112 号。以

下「法」という。）第８条の規定により、分別収集計画について別紙のとおり定めたので、

法第８条第４項の規定により告示する。 

 

平成 22 年８月 11 日 

 

                                宜野湾市長 伊 波 洋 一  

第第第第６６６６期宜野湾市分別収集計画書期宜野湾市分別収集計画書期宜野湾市分別収集計画書期宜野湾市分別収集計画書（（（（平成平成平成平成２３２３２３２３年年年年４４４４月月月月からからからから平成平成平成平成２８２８２８２８年年年年３３３３月月月月までまでまでまで））））    

 

１．計画策定の意義 

快適でうるおいのある生活環境の創造のためには、大量生産、大量消費、大量廃棄に支

えられた社会経済・ライフスタイルを見直し、循環型社会を形成していく必要がある。その

ためには、社会を構成する主体がそれぞれの立場でその役割を認識し、履行していくことが

重要である。 

宜野湾市では、沖縄市、北谷町と共同で構成している倉浜衛生施設組合において廃棄物処

理施設を運営している。平成２２年４月には新たなごみ処理施設を建設し、より循環型社会

の実現に向けた取り組みを行っている。 

本計画はこのような状況のなか、容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する

法律（以下「法」という）第８条に基づいて一般廃棄物の大宗を占める容器包装廃棄物を分

別収集し、及び地域における容器包装廃棄物の３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）

を推進し、最終処分量の削減を図る目的で、市民・事業者・行政それぞれの役割や具体的な

推進方策を明らかにするとともに、これを公表することにより、全ての関係者が一体となっ

て取り組むべき方針を示したものである。 

本計画の推進により、容器包装廃棄物の３Ｒを推進するとともに、もって、廃棄物の減量

や最終処分場の延命化、資源の有効利用が図られ、循環型社会の形成が図られるものである。 

 

２．基本的方向 

本計画を実施するにあたっての基本的方向を以下に示す。 

・容器包装廃棄物の発生抑制、再使用、リサイクルを基本とした地域社会づくり 

・すべての関係者が一体となった取組による環境負荷の低減 

・市民・事業者・行政によるパートナーシップの促進 

・市民における３Ｒに基づく排出抑制・資源化の促進 

・事業者における排出者責任と３Ｒの促進 

・環境負荷が低く、効率的な清掃リサイクル事業の推進 

・クリーンなまちづくりの推進 

・広域処理体制の推進 

 

３．計画期間 

本計画の計画期間は平成２３年４月を始期とする５年間とし、３年ごとに改定する。 

 

４．対象品目 

  本計画は容器包装廃棄物のうち、スチール製容器・アルミ製容器・ガラス製容器（無色・

茶色・その他）、飲料用紙製容器、段ボール、紙製容器包装・ペットボトルを対象とする。 

 

５．各年度における容器包装廃棄物の排出量の見込み（法第８条第２項第１号） 

 

容器包装廃棄物 

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 

5,634ｔ 5,691ｔ 5,748ｔ 5,805ｔ 5,863ｔ 

 

６．容器包装廃棄物の排出の抑制のための方策に関する事項（法第８条第２項第２号） 

容器包装廃棄物の排出の抑制の促進を図るため、以下の方策を実施する。なお、実施に

当たっては、市民、事業者、再生事業者等がそれぞれの立場から役割を分担し、相互に協

力・連携を図ることが重要である。 

 

・ライフスタイルの見直し 

市民に対して使い捨て商品の使用抑制や、詰め替え商品やエコマーク・グリーンマーク
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のついた商品の購入等の促進を図るよう積極的にＰＲ等を実施し、３Ｒの徹底を念頭に置

いたライフスタイルの見直しを推進する。 

 

・分別排出の徹底 

分別が悪いとリサイクルが難しいことや、焼却・埋め立てされるごみの量が増えること

により環境汚染や処理経費が増す状況なども市民へ周知しながら、市民一人一人に対して 

ごみの分別の徹底を図り、ごみの減量化を推進する。 

・マイバッグ運動の促進 

事業所や市民団体と協力し、マイバッグ運動を促進する。 

 

・地域との連携の強化 

クリーンリーダーと清掃指導員の連携を強化し、地域との関係をより密にし、ごみの分

別指導等を強化していき、ごみの減量化を推進する。 

 

・各種イベントの開催 

講演会等の開催や公共施設を使用したごみ問題に関する各種イベントを積極的に実施

し、市民のごみ問題への関心を高め、意識向上に努める。 

 

・体験学習の充実 

ごみ問題が身近な問題であるとの意識が高まるように、市民を対象とした体験学習を充

実する。また平成２２年４月に完成した新規ごみ処理施設の見学等を通した体験学習も推

進する。 

 

・各種媒体を通じた情報の提供 

本市 web サイトや広報紙、パンフレット等を活用し、ごみ量や一般廃棄物処理基本計

画の達成度等の情報を積極的に提供し、市民・事業者・行政の間での情報の共有化を図る。 

 

７．分別収集をするものとした容器包装廃棄物の種類及び当該容器包装廃棄物の収集に係る

分別の区分（法第８条第２項第３号） 

最終処分場の残余容量、廃棄物処理施設の整備状況及び再商品化計画等を総合的に勘案し、

分別収集をする容器包装廃棄物の種類を下表左欄のように定める。 

また、市民の協力度、宜野湾市が有する収集機材、選別施設等を勘案し、収集に係る分別の

区分は、下表右欄のとおりとする。 

 

分別収集をする容器包装廃棄物の種類 収集に係る分別の区分 

主としてスチール製の容器 

主としてアルミ製の容器 
かん 

主として        無色のガラス製容器 

ガラス製の       茶色のガラス製容器 

容器          その他のガラス製容器 

びん 

主として紙製の容器であって飲料を充てんする 

ためのもの（原材料としてアルミニウムが利用 

されるものを除く。） 

紙パック 

主として段ボール製の容器 段ボール 

主として紙製の容器包装であって上記以外のもの 雑がみ 

主としてポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ） 

製の容器であって飲料、しょうゆを充てんす 

るためのもの 

  

ペットボトル 
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８．各年度において得られる分別基準適合物の特定分別基準適合物ごとの量及び容器包装リ

サイクル法第２条第６項に規定する主務省令で定める物の量の見込み（法第８条第２項第

４号） 

 

９．各年度において得られる分別基準適合物の特定分別基準適合物ごとの量及び容器包装リ

サイクル法第２条第６項に規定する主務省令で定める物の見込みの算定方法 

 

特定分別基準適合物等の量及び容器包装リサイクル法第２条第６項に規定する主務省令

で定める物の量の見込み 

 ＝ 直近年度の分別基準適合物等の収集実績×人口変動率 

また、人口変動率は、平成１９年３月に策定した宜野湾市一般廃棄物処理基本計画の将来

推計人口を用いている。 

 
平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 

９６，９２５人 

(対前年度比) 

１０１％ 

９７，７９４人 

(対前年度比) 

１０１％ 

９８，６７２人 

(対前年度比) 

１０１％ 

９９，５５８人 

(対前年度比) 

１０１％ 

１００，４５２人 

(対前年度比) 

１０１％ 

「平成１９年３月・宜野湾市一般廃棄物処理基本計画」 

１０．分別収集を実施する者に関する基本的な事項（法第８条第２項第５号） 

分別収集は、現行の収集体制を活用して行う。 

なお、現在、自治会や市民団体による集団回収への補助金については、今後の事業継続に

ついて検討を行う。 

下表では、容器包装廃棄物の分別の区分に従い、分別の実施者について記載する。 

主としてスチール製

の容器

主としてアルミ製の

容器

（引渡量） （独自処理量） （引渡量） （独自処理量） （引渡量） （独自処理量） （引渡量） （独自処理量） （引渡量） （独自処理量）

314.81ｔ 0ｔ 317.96ｔ 0ｔ 321.14ｔ 0ｔ 324.35ｔ 0ｔ 327.59 0ｔ

（引渡量） （独自処理量） （引渡量） （独自処理量） （引渡量） （独自処理量） （引渡量） （独自処理量） （引渡量） （独自処理量）

231.26ｔ 0ｔ 233.57ｔ 0ｔ 235.91ｔ 0ｔ 238.27ｔ 0ｔ 240.65ｔ 0ｔ

（引渡量） （独自処理量） （引渡量） （独自処理量） （引渡量） （独自処理量） （引渡量） （独自処理量） （引渡量） （独自処理量）

162.65ｔ 0ｔ 164.28ｔ 0ｔ 165.92 0ｔ 167.58ｔ 0ｔ 169.26ｔ 0ｔ

主として紙製の容器

であって飲料を充て

んするためのもの

（原材料としてアル

ミニウムが利用され

ているものを除

く。）

主として段ボール製

の容器

（引渡量） （独自処理量） （引渡量） （独自処理量） （引渡量） （独自処理量） （引渡量） （独自処理量） （引渡量） （独自処理量）

0ｔ 0ｔ 0ｔ 0ｔ 0ｔ 0ｔ 0ｔ 0ｔ 0ｔ 0ｔ

（引渡量） （独自処理量） （引渡量） （独自処理量） （引渡量） （独自処理量） （引渡量） （独自処理量） （引渡量） （独自処理量）

234.93ｔ 0ｔ 237.28ｔ 0ｔ 239.65ｔ 0ｔ 242.65ｔ 0ｔ 244.47ｔ 0ｔ

主としてポリエチレン

テレフタレート(ＰＥ

Ｔ)製の容器であって

飲料又はしょうゆその

他主務大臣が定める商

品を充てんするための

もの

（合計） （合計） （合計） （合計） （合計）

234.93ｔ 237.28ｔ 239.65ｔ 242.05ｔ

（合計）

ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ

244.47ｔ

129.05ｔ 130.34ｔ 131.64ｔ 132.96ｔ 134.28ｔ

主として紙製の容器

包装であって上記以

外のもの

（合計） （合計） （合計） （合計）

167.58ｔ 169.26ｔ

5.02ｔ 5.07ｔ 5.12ｔ 5.17ｔ 5.22ｔ

240.65ｔ

その他のガラス製容

器

（合計） （合計） （合計） （合計） （合計）

162.65ｔ 164.28ｔ 165.92ｔ

茶色のガラス製容器

（合計） （合計） （合計） （合計） （合計）

231.26ｔ 233.57ｔ 235.91ｔ 238.27ｔ

（合計）

314.81ｔ 317.96ｔ 321.14ｔ 324.35ｔ 327.59ｔ

24.32ｔ 24.55ｔ 24.80ｔ 25.05ｔ 25.3ｔ

無色のガラス製容器

（合計） （合計） （合計） （合計）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

92.13ｔ 93.05ｔ 93.98ｔ 94.92ｔ 95.87ｔ

８ 各年度において得られる分別基準適合物の特定分別基準適合物ごとの量及び容器包装リサイクル法第２条第６項に規定する主務省令で定める物の量の見込み（法第８条第２項第４号）

容器包装廃棄物の 

種  類 

収集に係る 

分別の区分 

収集・運搬段階 

選別・保管等 

段 階 

金

属 

スチール製容器 

か ん 

市による定期収集 

倉浜衛生 

施設組合 

アルミ製容器 

ガ

ラ

ス 

無色のガラス製 

容器 

び ん 

茶色のガラス製 

容器 

その他のガラス 

製容器 

紙

 

類 

飲料用紙製容器 紙パック 

段ボール 段ボール 

その他の紙製 

容器包装 

雑がみ 

プ

ラ

ス

チ

ッ

ク 

ペットボトル ペットボトル 
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１１．分別収集の用に供する施設の整備に関する事項（法第 8 条第 2 項第 6 号） 

  当面は、缶（スチール・アルミ）、ガラスびん（無色ガラス・茶色ガラス・その他ガラ

ス）、紙製容器包装（紙パック・段ボール・その他紙製容器包装）については、既存の倉

浜衛生施設組合ごみ処理場内のストックヤードにおいて選別・保管を行う。 

分別収集の用に供する施設計画を下表に示す。 

分別収集する容器 

包装廃棄物の種類 

収集に係

る分別の

区分 

収集容器 収集車 中間処理 

スチール製容器 
かん 袋 

２ｔ平ボディ

ー改造車 

リサイクルセンター 

（選別・圧縮施設） 

ストックヤード 

（保管） 

アルミ製容器 

無色のガラス製容器 

びん 袋 
茶色のガラス製容器 

その他のガラス製容

器 

飲料用紙製容器 紙パック 

縛る 
段ボール 段ボール 

その他の紙製 

容器包装 
雑がみ 

ペットボトル 
ペットボ

トル 
袋 

４ｔパッカー

車 

 

１２．その他容器包装廃棄物の分別収集の実施に関し重要な事項(法第８条第２項第７号) 

・資源ごみ回収時に分別の悪い物についてはステッカー貼りをするなど、啓蒙啓発を実施

する。 

・現在実施している「資源ごみ回収推進団体報償金制度」を今後も継続し、資源化の推進

を図る。なおシルバー人材センターへの資源ごみ収集委託との関係もあり、今後の同制

度のあり方については慎重に検討する。 

・平成７年度より市役所前に設置した空き缶プレス機によって、空き缶を図書券に換える

事業を行う。また、当制度については、市の財政状況の厳しい折、当初の目的が達成さ

れている状況に鑑み、今後の同制度のあり方については慎重に検討する。 
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一一一一    般般般般    廃廃廃廃    棄棄棄棄    物物物物    処処処処    理理理理    計計計計    画画画画 
宜野湾市告示第８４号 

 

 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）第６条第１項の規定により、

一般廃棄物の処理計画について別紙のとおり定めたので、宜野湾市廃棄物の減量化の推進及

び適正処理に関する条例（平成13年宜野湾市条例第４号）第７条第３項の規定により告示す

る。 

 

平成２５年９月２５日 

 

                                    宜野湾市長  佐 喜 眞  淳 

 

 

平成２５年度宜野湾市一般廃棄物処理計画 
 

１．処理区域  宜野湾市全域 

 

２．廃棄物の種類及び排出量（見込み処理量） 

  ごみ 26,174t、し尿及び浄化槽汚泥 3,691kℓ 

  単位：ごみ（ｔ）、し尿及び浄化槽汚泥（kℓ） 

一般廃

棄物の

種類 

系統 種類 
収集回

数 

処理量 

（内

訳） 

収集

主体 

中間処理及び最終処分

主体 

ご み 

家庭系 

一般廃

棄物 

燃やすご

み 
週２回 14,300 

委託 
倉浜衛生 

施設組合 

燃やさな

いごみ 
月２回 402 

資源ごみ 

（かん・び

ん・紙・ペ

ットボト

ル・草木） 

 

週１回 

（草

木・ペ

ットボ

トル

は、月

２回） 

2,676 

有害ごみ 週１回 14 

粗大ごみ 随時 

461 

事業系 

一般廃

棄物 

公共施設 

粗大ごみ 
随時 

燃やすご

み 
契約に 

よる 

8,002 

許可 燃やさな

いごみ 
82 

資源ごみ 237 

し尿及

び浄化

槽汚泥 

家庭系

及び事

業系 

 

し尿 随時 763 

許可 
倉浜衛生 

施設組合 
浄化槽汚

泥 
随時 2,928 

 

３．処理計画 

  （１）収集・運搬計画 

    ① ご み 

    ア 一般家庭から排出される燃やすごみ・燃やさないごみ・粗大ごみ 

普通ごみは、「燃やすごみ」を週２回、「燃やさないごみ」を月２回の分別収

集により定められた日に収集する。収集方法は門前収集とし、委託業者が行う。

収集手数料は有料とする。 

粗大ごみは、「燃やす粗大ごみ」と「燃やさない粗大ごみ」の分別収集とし、

申し出により委託業者が門前収集を行う。収集手数料は有料とする。一時多量の

粗大ごみは、自己搬入とする。 

        イ 一般家庭から排出される資源ごみ 

資源ごみは、「かん」「びん」「紙」「ペットボトル」「草木」の５種類に分

別収集する。「かん」「びん」「紙」は週１回の分別収集により定められた日に

収集する。ただし、「ペットボトル」｢草木｣については、月２回の分別収集によ

り定曜日に収集する。収集手数料は無料とする。 

ウ 一般家庭から排出される有害ごみ 

「有害ごみ」は、週１回の分別収集により定曜日に収集する。収集手数料は無

料とする。 
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エ 公共施設から排出される粗大ごみ 

委託業者が契約書に記載のある市公共施設からの申し出により、一般家庭粗大

ごみに合わせ収集・運搬を行う。収集手数料は無料とする。 

オ 事業所から排出されるごみ 

普通ごみは、「燃やすごみ」と「燃やさないごみ」に分別し、週２回以上許可

業者によって収集・運搬を行う。収集手数料は有料とする。粗大ごみは自己処

理とする。 

 

    ② し尿及び浄化槽汚泥 

      許可業者が随時、個別収集を行う。収集手数料は有料とする。 

 

（２）中間処理計画 

一般廃棄物の種類 処理主体及び所在地 

ご み 
倉浜衛生施設組合 

（沖縄市字池原３３９４番地） 

し尿及び浄化槽汚泥 

倉浜衛生施設組合 

宜野湾清水苑 

（宜野湾市伊佐四丁目９番６号） 

（３）最終処分計画 

処理主体及び所在地 

倉浜衛生施設組合 

（沖縄市字倉敷１１１番地） 

 

 

 

４．一般廃棄物の収集・運搬委託業者 

 

（１）一般家庭普通ごみ委託業者      （１５台） 

          業 者 名         住           所 台数 

(有)宜野湾クリーンサービス 宜野湾市大山三丁目２８番５号 
６ 

宜野湾市清掃事業協同組合 宜野湾市字佐真下７４番地 
９ 

 

（２）一般家庭資源ごみ委託業者       （２１台） 

          業 者 名         住           所 台数 

(公社)宜野湾市シルバー人材 

センター 
宜野湾市新城二丁目４番１１号 ６ 

(有)宜野湾クリーンサービス 宜野湾市大山三丁目２８番５号 
６ 

宜野湾市清掃事業協同組合 宜野湾市字佐真下７４番地 
９ 

 

（３）一般家庭有害ごみ委託業者       （６台） 

          業 者 名         住           所 台数 

(公社)宜野湾市シルバー人材 

センター 
宜野湾市新城二丁目４番１１号 ６ 

 

（４）一般家庭及び公共施設粗大ごみ委託業者      （２台）  

          業 者 名         住           所 台数 

(有)宜野湾クリーンサービス 宜野湾市大山三丁目２８番５号 
１ 

宜野湾市清掃事業協同組合 宜野湾市字佐真下７４番地 
１ 
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５．一般廃棄物の収集・運搬許可業者 

   

（１）廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号。以下 

「法」という。）第７条に規定する一般廃棄物処理業 

  

①事業系ごみ  

業 者 名 住           所 

(有)森屋衛生 宜野湾市新城二丁目２３番６号 

(有)米須衛生社 宜野湾市字愛知１７８番地の１ 

(資)照喜名衛生社 宜野湾市長田二丁目１２番１２号 

 

②犬猫死骸  

業 者 名 住           所 

オパス(株) 浦添市前田三丁目３番２号 

 

③病理物及び胎盤 

業 者 名 住           所 

(株)沖善社 沖縄市胡屋五丁目２番１号 

 

④紙くず、木くず、繊維くず（医療機関から排出されるものに限る） 

業 者 名 住           所 

沖縄県医療廃棄物事業協同組合 
沖縄市字登川３４１０番地の１ 

(株)環境ソリューション 
沖縄市字登川３３２８番地 

 

（２）法第７条に規定する一般廃棄物処理業（し尿）及び浄化槽法（昭和５８年法律第４３

号）第３５条に規定する浄化槽清掃業 

業 者 名         住           所 

(有)照山環境 宜野湾市野嵩三丁目３５番３号 

石川 清  

６．一般廃棄物の処分業許可業者 

業 者 名 住           所 

オパス(株) 浦添市前田三丁目３番２号 

 

７．許可業者の収集・運搬区域 

（１）事業系ごみ 

業 者 名 住           所 

(有)森屋衛生 

野嵩、普天間、新城、喜友名、伊佐の一部、大山の一部、上

原、赤道、愛知、神山、宜野湾、長田の一部 

(有)米須衛生社 

伊佐の一部、大山の一部、真志喜の一部、宇地泊、大謝名の

一部 

(資)照喜名衛生社 

長田の一部、志真志、我如古、真栄原、佐真下、嘉数、大謝

名の一部、真志喜の一部 

 

８．細目について 

市民に配布する「新しいごみの分け方・出し方」その他チラシ、リーフレット等に記載

する細目は、この告示に基づくものとみなす。
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宜野湾市廃棄物宜野湾市廃棄物宜野湾市廃棄物宜野湾市廃棄物のののの減量化減量化減量化減量化のののの推進及推進及推進及推進及びびびび適正処理適正処理適正処理適正処理にににに関関関関するするするする条例条例条例条例    

平成13年3月30日 

条例第4号 

 

(目的) 

第1 条 この条例は、市、事業者及び市民が一体となって、生産、流通、消費及び廃棄の各

段階における廃棄物の抑制並びに廃棄物の自己処理、再使用及び再生利用による廃棄物

の減量化を推進するとともに、廃棄物を適正に処理することにより、生活環境の保全及

び公衆衛生の向上を図り、もって本市における豊かで快適な環境の創造に寄与すること

を目的とする。 

 

(定義) 

第2 条 この条例における用語の意義は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律(昭和45年法

律第137号。以下「法」という。)の例による。 

 

(市の責務) 

第3 条 市は、再生資源の回収、分別収集、再生品の使用の推進その他の施策を通じて一般

廃棄物の減量を推進するとともに、廃棄物の適正な処理を図らなければならない。 

2 市は、廃棄物の処理に関する事業の実施に当たっては、処理施設の整備及び作業方法の

改善を図る等、その能率的な運営に努めなければならない。 

3 市は、一般廃棄物の減量及び適正な処理に関する市民及び事業者の意識の啓発を図ると

ともに、一般廃棄物の減量に関する市民及び事業者の自主的な活動を促進するよう努め

なければならない。 

 

(事業者の責務) 

第4 条 事業者は、その事業活動に伴って生じた廃棄物を自らの責任において適正に処理し

なければならない。 

2 事業者は、その事業活動に伴って生じた廃棄物の再生利用等を行うことによりその減量

に努めるとともに、物の製造、加工、販売等に際して、その製品、容器等が廃棄物とな

った場合における処理の困難性についてあらかじめ自ら評価し、適正な処理が困難にな

らないような製品、容器等の開発を行わなければならない。 

3 事業者は、その製品、容器等に係る廃棄物の適正な処理の方法についての情報を提供す

ること等により、その製品、容器等が廃棄物となった場合において、その適正な処理が

困難となることのないようにしなければならない。 

4 事業者は、物の製造、加工、販売等に際して、再生資源及び再生資源を原材料として使

用された製品の使用、長期間使用可能な製品及び再生利用が容易な製品の開発、修理体

制の整備、過剰な包装の回避等の措置を講じ、廃棄物の減量が図られるよう努めなけれ

ばならない。 

5 前4項に定めるもののほか、事業者は、廃棄物の減量その他適正な処理の確保等に関し市

の施策に協力しなければならない。 

 

(市民の責務) 

第5 条 市民は、廃棄物の排出を抑制し、再生品の使用、不用品の活用等により廃棄物の再

生利用を図り、廃棄物を分別して排出しなければならない。 

2 市民は、その生じた廃棄物をなるべく自ら処分すること等により、廃棄物の減量その他

その適正な処理の確保等に関し市の施策に協力しなければならない。 

 

(一般廃棄物減量推進審議会) 

第6 条 一般廃棄物の減量及び処理に関する事項を審議するため、宜野湾市一般廃棄物減量

推進審議会(以下「審議会」という。)を設置する。 

2 審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

(一般廃棄物処理計画) 

第7 条 市は、法の規定に基づき中長期的な視点に立った一般廃棄物の減量及び処理に関す

る計画(以下「一般廃棄物処理計画」という。)を定めるものとする。 

2 一般廃棄物処理計画は、基本的事項について定める基本計画とその基本計画の実施のた

めに必要な各年度の事業について定める実施計画に分けて定めるものとする。 

3 市は、一般廃棄物処理計画を定めたとき又は変更したときは、これを告示する。 

 

(他の地方公共団体との連携) 

第8 条 市は、廃棄物の減量及び処理に関する施策の推進に当たって、必要と認めるときは、

他の地方公共団体との連携を図るものとする。 

 

(市による廃棄物の減量及び処理) 

第 9 条 市は、一般廃棄物処理計画に従い、廃棄物の分別、収集、運搬及び処分、資源化の

徹底を図るとともに、廃棄物の減量化に努めなければならない。
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2 市は、前項の規定を普及させるため、広報、啓発、指導その他必要な措置を講ずるもの

とする。 

 

(事業者等による廃棄物の減量及び処理) 

第10 条 事業者及び土地又は建物の占有者(占有者がいない場合は、管理者とする。以下「事

業者等」という。)は、一般廃棄物処理計画に定めるところにより、その排出した一般廃

棄物のうち再生利用可能なものはなるべく再生利用を図るように努めなければならない。 

2 事業者等は、一般廃棄物処理計画に定めるところにより、その土地又は建物内の一般廃

棄物のうち、生活環境の保全上支障のない方法で容易に処分できる一般廃棄物について

は、なるべく自ら処分するように努めなければならない。 

3 事業者等は、その排出した一般廃棄物を適正に自ら処理するか又は法の規定に基づく許

可を受けた者にその収集、運搬、処理を委託しなければならない。 

4 市は、その排出する一般廃棄物の処理を適正に行っていない者及び法の規定に基づく許

可を受けた者以外のものに収集、運搬、処理を委託している者に対して改善のための必

要な指示を行うことができる。 

 

(事業者等の協力) 

第11 条 事業者等は、一般廃棄物処理計画に従い、自ら処分しない一般廃棄物を適正に分

別、保管し、排出する場合には、市の行う一般廃棄物の収集、運搬及び処分に協力しな

ければならない。 

2 市は、一般廃棄物処理計画を達成するため、事業者等に対し、市の行う一般廃棄物の減

量及び処理に関して協力すべき事項を指示することができる。 

 

(適正包装の推進等) 

第12 条 事業者は、物の製造、加工、販売等に際して、自ら包装、容器等に係る基準を設

定すること等により、その包装、容器等の適正化を図り、廃棄物の排出の抑制に努めな

ければならない。 

2 事業者は、物の製造、加工、販売等に際して、再び使用することが可能な包装、容器等

の普及に努め、使用後の包装、容器等の回収策を講ずること等により、その包装、容器

等の再利用の促進に努めなければならない。 

3 事業者は、市民が商品の購入等に際して、当該商品について適正な包装、容器等を選択

できるよう努めるとともに、市民がその包装、容器等を不用とし、返却をする場合には、

その回収に努めなければならない。 

(排出禁止物) 

第13 条 事業者等は、市が行う一般廃棄物の収集に際して、次に掲げる一般廃棄物を排出

してはいけない。 

(1) 有害性のある物 

(2) 危険性のある物 

(3) 引火性のある物 

(4) 著しく異臭、悪臭のある物 

(5) 特別管理一般廃棄物 

(6) 前各号に掲げるもののほか、市が行う一般廃棄物の処理を著しく困難にし、又は市

の処理施設の機能に支障が生ずる物 

2 事業者等は、前項各号に掲げる一般廃棄物を処理しようとするときは、市の指示に従わ

なければならない。 

 

(多量排出事業者に対する指示) 

第14 条 市は、多量に一般廃棄物を排出する事業者に対し、当該事業者が排出する一般廃

棄物の減量に関する計画の作成、当該一般廃棄物を運搬又は処分すべき場所及び運搬又

は処分の方法その他必要な事項を指示することができる。 

 

(改善勧告) 

第15 条 市は、第10条第4項、第11条第2項又は前条に規定する指示に従わない事業者に対

し、期限を定めて指示の内容を履行するよう勧告することができる。 

2 市は、前項に規定する勧告を受けた者が、その勧告に従わなかったときは、その旨を公

表することができる。 

 

(共同住宅の廃棄物の排出方法等) 

第16 条 共同住宅を建築しようとする者は、あらかじめ、一般廃棄物の排出方法等につい

て、市と協議しなければならない。 

2 市は、前項の規定による協議において必要があると認めるときは、共同住宅を建築しよ

うとする者に対し、一般廃棄物の排出方法等について、改善その他必要な措置を講ずるよ

う指示することができる。
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(廃棄物再生事業者の協力) 

第17 条 市は、一般廃棄物の減量を図るため、登録廃棄物再生事業者に対し、一般廃棄物

の再生に関して必要な協力を求めることができる。 

 

(清潔の保持) 

第18 条 事業者等は、その占有し、又は管理する土地又は建物の清潔を保つように努めな

ければならない。 

2 何人も公園、広場、道路、河川、港湾その他の公共の場所を汚さないようにしなければ

ならない。 

3 前項に規定する場所の管理者は、その管理する場所の清潔を保つように努めなければな

らない。 

 

(特定家庭用機器廃棄物の処理等手数料) 

第19 条 市は、特定家庭用機器再商品化法(平成10年法律第97号)で規定する特定家庭用機

器廃棄物の種類ごとに2,500円以内で規則で定める手数料を徴収する。 

(平13条例10・追加) 

 

(一般廃棄物処理手数料) 

第19 条の2 地方自治法(昭和22年法律第67号)第227条の規定に基づき、一般廃棄物(し尿及

び浄化槽汚泥を除く。)の処理手数料として、別表第1に掲げる額を徴収する。 

2 前項に規定する一般廃棄物処理手数料の徴収方法については、規則で定める。 

3 市長は、天災その他特別の理由があると認められるときは、規則に定めるところにより

第1項に規定する手数料を減免することができる。 

(平15条例25・追加) 

 

(許可証の交付) 

第20 条 市は、法及び浄化槽法(昭和58年法律第43号)に規定する許可、許可の更新又は事

業の範囲の許可を行ったときは、許可証を交付する。 

(平13条例10・一部改正) 

 

(許可等の申請手数料) 

第21 条 法又は浄化槽法の規定による許可を受けようとする者は、許可証及び検査証交付

の際、別表第2に掲げる手数料を納付しなければならない。 

(平13条例10・平15 条例25・一部改正) 

(報告の徴収) 

第22 条 市は、法に規定するもののほか、この条例の施行に必要な限度において、一般廃

棄物を排出する事業者又は一般廃棄物の収集、運搬若しくは処分を業とする者に対し、

必要な報告を求めることができる。 

(平13条例10・一部改正) 

 

(立入検査) 

第23 条 市は、法に規定するもののほか、この条例の施行に必要な限度において、その職

員に、一般廃棄物を排出する事業者又は一般廃棄物の収集、運搬若しくは処分を業とす

る者の事務所又は事業場に立ち入り、一般廃棄物の減量及び処理に関し、必要な帳簿書

類その他の物件を検査させることができる。 

2 前項の規定による立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人に提

示しなければならない。 

3 第1項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはな

らない。 

(平13条例10・一部改正) 

 

(委任) 

第24 条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

(平13条例10・一部改正) 

 

附 則 

(施行期日) 

1 この条例は、平成13年4月1日から施行する。 

(宜野湾市廃棄物の処理及び清掃に関する条例の廃止) 

2 宜野湾市廃棄物の処理及び清掃に関する条例(昭和49年宜野湾市条例第5号)は廃止する。 

(経過措置) 

3 この条例の施行前に附則第2項の規定による廃止前の宜野湾市廃棄物の処理及び清掃に

関する条例の規定によりなされた処分、手続きその他の行為は、この条例の相当規定に

よりなされた処分、手続きその他の行為とみなす。 

4 この条例の施行の日前に申請がなされた事務に係る手数料については、なお従前の例に

よる。
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附 則(平成13年6月29日条例第10号) 

この条例は、平成13年7月1日から施行する。 

 

附 則(平成15年12月26日条例第25号) 

1 この条例は、平成16年4月1日から施行する。ただし、改正後の宜野湾市廃棄物の減量化

の推進及び適正処理に関する条例第19条の2及び別表第1の規定による手数料の徴収その

他の準備行為は、この条例の施行前においても行うことができる。 

2 この条例の施行前の受付に係る粗大ごみの処理手数料については、なお従前の例による。 

 

別表第1(第19条の2関係) 

(平15条例25・追加) 

一般廃棄物処理手数料 

区分 手数料 

市が収集し、運搬し、及び処分する一般廃

棄物のうち、燃えるごみ及び燃えないごみ 

市の指定するごみ袋1枚につき 大30円 

               中20円 

                             小17円 

市が収集し、運搬し、及び処分する一般廃

棄物のうち、粗大ごみ(特定家庭用機器廃棄

物を除く。) 

1個又は1束につき 300円 

 

 

別表第2(第21条関係) 

(平15条例25・旧別表・一部改正) 

一般廃棄物許可、検査手数料 

(1) 許可手数料 

区分 手数料 

一般廃棄物処理業許可手数料 1件につき 2,000円 

浄化槽清掃業許可手数料 1件につき 2,000円 

許可証の再交付手数料 1件につき 1,000円 

 

 

(2) 器具検査手数料 

区分 手数料 

器具検査証交付手数料 1件につき 500円 

器具検査証再交付手数料 1件につき 200円 
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宜野湾市廃棄物宜野湾市廃棄物宜野湾市廃棄物宜野湾市廃棄物のののの減量化減量化減量化減量化のののの推進及推進及推進及推進及びびびび適正処理適正処理適正処理適正処理にににに関関関関するするするする規則規則規則規則    

昭和49年12月12日 

規則第21号 

 

(目的) 

第1 条 この規則は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律(昭和45年法律第137号。以下「法」

という。)及び宜野湾市廃棄物の減量化の推進及び適正処理に関する条例(平成13年宜野湾

市条例第4号。以下「条例」という。)の施行について必要な事項を定めることを目的とす

る。 

(平13規則16・一部改正) 

 

(用語の定義) 

第2 条 この規則における用語の意義は、法及び条例の例による。 

 

(清掃指導員) 

第3 条 占有者に対し、廃棄物の処理及び清掃に関する啓蒙指導の職務を行なわせるため、

清掃指導員を置く。 

2 清掃指導員は、宜野湾市職員のうちから市長が任命する。 

3 清掃指導員は、第1項の職務を行なう場合は、その身分を示す清掃指導員証明書(様式第1

号)を携帯し、関係人の請求があるときは、これを提示しなければならない。 

(昭59規則6・一部改正) 

 

(大掃除) 

第4 条 法第5条第2項の規定による大掃除の実施については、実施の時期及び区域を告示す

る。 

2 土地又は建物の所有者は(占有者がない場合は管理者とする。)次に掲げるところにより

大掃除を実施しなければならない。 

(1) 建物内外の不潔な個所を掃除すること。 

(2) 屋内の通気をよくし、畳、敷物等を戸外で乾燥させること。 

(3) 下水溝及び便所を掃除し、ねずみ、蚊、はえ等が発生しないようにすること。 

 

(特定家庭用機器廃棄物の処理等手数料) 

第5 条 条例第19条に規定する2,500円以内で規則で定める手数料は、次のとおりとする。 

(1) 250リットル以上の内容積を有する電気冷蔵庫 1,905円 

(2) 前号に定めるもの以外の特定家庭用機器廃棄物 1,429円 

(平13規則19・追加) 

 

(一般廃棄物処理手数料の徴収方法) 

第5 条の2 条例第19条の2第2項に規定する市が収集し、運搬し、及び処分する一般廃棄物

に係る手数料の徴収方法は、市長が指定するごみ袋又は粗大ごみ処理券を販売すること

により徴収する。 

2 市長は、前項の徴収事務を委託することができる。 

(平16規則1・追加) 

 

(手数料の減免手続) 

第5 条の3 条例第19条の2第3項の規定により手数料の減免を受けようとする者は、手数料

減免申請書(様式第1号の2)を市長に提出しなければならない。 

2 市長は、減免の決定をしたときは、手数料減免決定通知書(様式第1号の3)を交付するも

のとする。 

3 市長が特別の事情があると認めるときは、第1項の申請書の提出及び前項の決定通知書の

交付を省略することができる。 

(平16規則1・追加) 

 

(ごみ袋等の規格) 

第5 条の4 第5条の2第1項に指定するごみ袋及び粗大ごみ処理券の規格は、次の表のとお

りとし、市章その他必要な文字を記入するものとする。 

(単位：センチメートル) 

指定ごみ袋等 材質 色 厚み 規格(縦×横) 

指定ごみ袋 大 ポリエチレ

ン製 

半透明 0.0025 80×65 

指定ごみ袋 中 ポリエチレ

ン製 

半透明 0.0025 70×50 

指定ごみ袋 小 ポリエチレ

ン製 

半透明 0.0025 60×40 

粗大ごみ処理券 紙製裏糊付 緑色 ／ 9×17 

 

(平 16 規則 1・追加)
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(処理業の許可申請等) 

第6 条 法第7条第1項及び浄化槽法(昭和58年法律第43号)第35条第1項の規定により一般

廃棄物処理業及び浄化槽清掃業(以下「処理業」という。)の許可を受けようとするものは、

(／一般廃棄物処理業／浄化槽清掃業／)許可申請書(様式第2号)を市長に提出しなければ

ならない。 

(昭59規則6・昭63規則6・平13規則19・一部改正) 

 

(許可証の交付) 

第7 条 市長は、許可業者に対し許可証(様式第3号)を交付する。 

2 許可証は、他人に譲渡し、又は貸与してはならない。 

(平13規則19・一部改正) 

 

(許可証の再交付) 

第8 条 許可業者は、許可証を亡失し、き損し、又は汚損したときは、遅滞なくその旨を市

長に届け出て、許可証の再交付を受けなければならない。 

2 前項の規定により許可証の再交付を受けようとするものは、許可証再交付申請書(様式第

4号)を市長に提出しなければならない。 

(平13規則19・一部改正) 

 

(業務の廃止及び休止) 

第9 条 許可業者は、その業務を廃止又は業務の全部もしくは一部を休止しようとするとき

は、廃止又は休止しようとする日の30日前までに業務廃止(休止)届(様式第5号)を市長に

提出しなければならない。 

(平13規則19・一部改正) 

 

(許可の取消し等) 

第10 条 市長は、許可業者が次の各号に該当するときは、その許可を取り消し又は期間を

定めて業務の全部又は一部の停止を命ずることができる。 

(1) 法、条例もしくはこの規則又はこれらの規定に基づく処分に違反したとき。 

(2) 偽り、その他不正の手段により許可を受けたとき。 

(3) 正当な理由がないのに1ケ月以上業務の全部もしくは一部を休止したとき。 

2 市長は、前項の規定により許可を取り消し、又は業務の全部もしくは一部の停止を命ず

るときは、許可取消書(様式第6号)又は業務停止命令書(様式第7号)により行なうものとす

る。 

(平13規則19・一部改正) 

 

(許可証の返還) 

第11 条 許可業者は、次の各号の一に該当するときは、直ちに許可証を市長に返還しなけ

ればならない。 

(1) 許可の有効期間が満了したとき。 

(2) 許可を取り消されたとき。 

(3) 処理業を廃止したとき。 

2 許可業者は、前条第1項の規程により業務の全部の停止を命ぜられた場合又は第8条の規

定により業務の全部を休止する場合は、許可証を一時市長に返還しなければならない。 

(平13規則19・一部改正) 

 

(実績報告書の提出) 

第12 条 許可業者は、廃棄物の収集、運搬もしくは処分又は浄化槽の清掃に関する実績を

次に掲げる期日までにそれぞれ、一般廃棄物処理業務実績報告(様式第8号)、一般廃棄物

処理業務実績報告書(様式第8号の2)及び浄化槽清掃業務実績報告書(様式第8号の3)によ

り、市長に報告しなければならない。 

(1) し尿関係の一般廃棄物処理業及び浄化槽清掃業にあつては、前月の実績を毎月10日

まで。 

(2) ごみ関係の一般廃棄物の処理業にあつては、前2ケ月の実績をその月の10日まで。 

(昭59規則6・昭63規則6・平13規則19・一部改正) 

 

(器材の検査) 

第13 条 一般廃棄物処理業者は、廃棄物運搬器材について、毎年市長が行なう検査を受け

なければならない。ただし、市長が必要があるときは、臨時に検査を行なうことができ

る。 

2 前項の規定により検査を行なうときは、一般廃棄物処理業者に対し、検査の日時、場所、

その他必要な事項を文書でもつて通知するものとする。 

(平13規則19・一部改正) 

 

(その他) 

第14 条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

(平 16 規則 1・追加)
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附 則 

1 この規則は、公布の日から施行し、昭和49年4月1日から適用する。 

2 宜野湾市清掃規則(1963年規則第1号)は、廃止する。 

 

附 則(昭和59年3月16日規則第6号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

附 則(昭和63年3月26日規則第6号) 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の宜野湾市廃棄物の処理及び清掃に関する施

行規則の規定は、昭和62年6月20日から適用する。 

 

附 則(平成13年6月25日規則第16号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

附 則(平成13年6月29日規則第19号) 

この規則は、平成13年7月1日から施行する。 

 

附 則(平成16年1月28日規則第1号) 

この規則は、平成16年4月1日から施行する。ただし、一般廃棄物処理手数料の徴収のた

め必要な準備行為は、この規則の施行日前においても行うことができる。 

 

附 則(平成18年6月30日規則第32号) 

この規則は、公布の日から施行する。
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宜野湾市資源宜野湾市資源宜野湾市資源宜野湾市資源収集収集収集収集推進団体報償金交付要綱推進団体報償金交付要綱推進団体報償金交付要綱推進団体報償金交付要綱    

平成3年3月4日 

訓令第1号 

 

(目的) 

第1 条 この訓令は、『健康都市・宜野湾』の良好な生活都市環境を維持する為、市民への

啓蒙運動でもって資源の再利用とゴミの減量化を図ることを目的とする。 

 

(交付対象団体) 

第2 条 報償金の交付対象は、資源収集活動を実施している自治会、老人クラブ、婦人会、

PTA、子供会等(以下「団体」という。)で、次の各号に掲げる要件を満たすものとする。 

(1) 市に登録した団体であること。 

(2) 回収を当該年度に2回以上実施する団体であること。 

(3) 営業を目的としない団体であること。 

 

(資源収集品目) 

第3 条 団体が、資源収集する品目は次のとおりとする。 

(1) 古紙類 

 

(団体の登録) 

第4 条 第2条に規定する団体は、資源収集推進団体登録申請書(様式第1号)により、毎年登

録しなければならない。 

 

(報償金の申請) 

第5 条 資源収集により報償金の交付を受けようとする団体は、資源収集推進団体報償金交

付申請書(様式第2号)に資源収集業者発行の計量明細書等を添えて、毎月末日までに、市

長に申請しなければならない。 

 

(報償金の交付等) 

第6 条 市長は、前条の申請を受理したときは、団体に対して予算の範囲内で報償金を交付

するものとする。 

2 報償金の額は、資源収集重量1kgについて4円とする。 

(報償金の返還) 

第7 条 市長は、前条により報償金の交付を受けた団体が、次の各号に該当する場合は、資

源収集推進団体報償金返還命令書により、報償金の返還をさせることができる。 

(1) 報償金の申請に不正があった場合 

(2) その他、不適当と認められる事実があった場合 

 

(雑則) 

第8 条 この訓令に定めのない事項については、市長の指示に従うものとする。 

 

附 則 

この訓令は、公布の日から施行し、平成3年4月1日以降に実施した資源回収にかかるもの

から適用する。 

 

附 則(平成5年3月31 日訓令第5号) 

この訓令は、公布の日から施行し、平成4年4月1日から適用する。 

 

附 則(平成12年5月15 日訓令第24号) 

この訓令は、公布の日から施行し、改正後の宜野湾市資源回収推進団体報償金交付要綱

の規定は、平成12年4月1日から適用する。 

 

附 則(平成15年2月25 日訓令第3号) 

この訓令は、平成 15 年 4 月 1 日から施行する。 

 

附 則(平成25年12月16 日訓令第34号) 

この訓令は、平成 26 年 4 月 1 日から施行する。 
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宜野湾市生宜野湾市生宜野湾市生宜野湾市生ごみごみごみごみ処理容器購入費補助金交付要綱処理容器購入費補助金交付要綱処理容器購入費補助金交付要綱処理容器購入費補助金交付要綱    

平成4年12月1日 

訓令第28号 

 

(目的) 

第1 条 この訓令は、生ごみ処理容器又は生ごみ処理機(以下「容器等」という。)を購入す

るものに対して、経費の一部を補助することにより、生ごみ等の堆肥化を促進し、以て、

ごみの減量化を図ることを目的とする。 

 

(定義) 

第1 条の2 この訓令において、「団体」とは、市内に存在する営利を目的としない集団で、

次に掲げるものをいう。 

(1) 宜野湾市自治会の認定に関する規程(昭和60年宜野湾市訓令第5号)第4条の規定に基

づき認定された自治会 

(2) 宜野湾市商工会 

(3) 市の商工行政担当課に「通り会」として登録されているもの 

 

(補助の対象) 

第2 条 この訓令に基づく生ごみ処理容器購入費補助金(以下「補助金」という。)の交付を

受けることができるのは、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

(1) 市内に住所を有し、かつ、居住しているもの 

(2) 容器等を設置し適正に維持管理ができるもの 

(3) 堆肥化された生ごみを自家処理できるもの 

 

(補助金の額) 

第3 条 補助金の額は、容器等1基の購入費の2分の1以内とする。ただし、その額が3万円

を超えるときは、3万円とする。 

2 補助金の対象となる容器等の数量は、1世帯又は1団体当たり5年間につき、生ごみ処理

容器は3基以内とし、生ごみ処理機は1基のみとする。 

 

(補助金の交付申請) 

第4 条 補助金の交付を受けようとするものは、生ごみ処理容器購入費補助金交付申請書

(様式第1号)を市長に提出しなければならない。 

 

(補助金の交付決定) 

第5 条 市長は前条の申請書を受理したときは、必要な調査を行い、補助金を交付すべきも

のと認めたときは、予算の範囲内において補助金を交付するものとする。 

 

(生ごみ処理容器販売所の指定) 

第6 条 市長は、この補助事業を円滑かつ効果的に実施するため、容器等を販売することに

より補助金申請者に代わって補助金を代理受領することができるものとして、生ごみ処

理容器販売所(以下「指定販売所」という。)を指定することができる。 

 

(指定販売所の手続き及び義務) 

第7 条 第6条の規定により指定販売所の指定を受けようとするものは、生ごみ処理容器販

売所指定申請書(様式第2号)を市長に提出しなければならない。 

2 市長は、申請書類を審査し、適当と認めた場合には、指定販売所に指定する。 

3 指定販売所の販売価格は、あらかじめ市長と販売所責任者の協議により決めるものとし、

補助金額を差し引いた価格で販売しなければならない。 

 

(指定販売所で購入した補助金の請求及び受領) 

第8 条 指定販売所で容器等を購入した補助金申請者は、指定販売所に対し、生ごみ処理容

器購入費補助金請求委任状(様式第3号)をもって補助金の請求及び受領を委任することが

できる。 

2 前項により補助金の請求及び受領の委任を受けた指定販売所は、生ごみ処理容器販売実

績報告書(様式第4号)又はその他市長が認めた書類を翌月10日までに提出しなければなら

ない。 

3 市長は、前項の書類を受理したときは直ちに検査の上補助金を交付する。 

 

(指定の取消し) 

第9 条 指定販売所が次の各号の一に該当する場合は、市長はその指定を取り消すことがで

きる。 

(1) 容器等の販売について市長の指示に従わなかったとき。 

(2) 市長が不適当と認めたとき。 

(3) その他不正行為があると認めたとき。

5
3
 



 

 

(指定販売所以外で購入した補助金の請求) 

第10 条 指定販売所以外で容器等を購入した補助金申請者は、生ごみ処理容器購入実績報

告及び補助金請求書(様式第5号)を市長に提出しなければならない。 

2 市長は前項の補助金請求書を受理したときは、必要な調査を行い、補助金を交付すべき

ものと認めたときは、予算の範囲内において補助金を交付するものとする。 

 

(補則) 

第11 条 この訓令に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は別に定める。 

 

附 則 

この訓令は、平成5年4月1日より施行する。 

 

附 則(平成5年6月14日訓令第15号) 

この訓令は、公布の日から施行する。 

 

附 則(平成5年12月1日訓令第20号) 

この訓令は、公布の日から施行する。 

 

附 則(平成8年12月16日訓令第24号) 

この訓令は、公布の日から施行する。 

 

附 則(平成10年2月9日訓令第2号) 

この訓令は、公布の日から施行する。 

 

附 則(平成12年5月15日訓令第23号) 

この訓令は、公布の日から施行し、改正後の宜野湾市生ごみ処理容器購入費補助金交付

要綱の規定は、平成12年4月1日から適用する。 

 

附 則(平成13年12月4日訓令第22号) 

この訓令は、公布の日から施行する。 

 

 

 

附 則(平成19年4月18日訓令第22号) 

この訓令は、公布の日から施行し、改正後の宜野湾市生ごみ処理容器購入費補助金交付

要綱の規定は、平成 19 年 4 月 1 日から適用する。
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宜野湾市生宜野湾市生宜野湾市生宜野湾市生ごみごみごみごみ処理機貸与事業実施要綱処理機貸与事業実施要綱処理機貸与事業実施要綱処理機貸与事業実施要綱    

平成16年11月9日 

訓令第23号 

 

(目的) 

第1 条 この訓令は、生ごみを再資源として大地に還元するための啓発を図り、身近な範囲

でごみの排出量を抑制するため、生ごみ処理機貸与事業(以下「事業」という。)を実施す

ることにより、循環型社会の形成を促進し、もって環境保全に寄与することを目的とす

る。 

 

(無償貸与) 

第2 条 事業により生ごみ処理機を貸与する場合は、宜野湾市財産の交換、譲与、無償貸与

等に関する条例(昭和47年宜野湾市条例第16号)第7条の規定に基づき、無償とする。 

 

(事業の対象者) 

第3 条 生ごみ処理機の貸与を受けることができる者は、宜野湾市内に所在する公共施設又

は公共的団体の管理者とする。 

 

(貸与期間) 

第4 条 貸与期間は、第1条に掲げる目的が達成されたと市長が認める期間とする。 

 

(申請及び決定) 

第5 条 生ごみ処理機の貸与を希望する者(以下「申請者」という。)は、生ごみ処理機貸与

申請書(様式第1号)を市長に提出しなければならない。 

2 市長は、前項の規定による申請書類を審査し、生ごみ処理機を貸与することが適当であ

ると認めたときは、生ごみ処理機貸与決定通知書(様式第2号)により申請者に通知するも

のとする。 

 

(設置後の管理) 

第6 条 生ごみ処理機設置後の当該機器の管理については、申請者の責任に帰属するものと

する。 

 

(返却) 

第7 条 申請者は、市長から生ごみ処理機の返却を求められた場合は、速やかに返却しなけ

ればならない。 

 

(事業の所管) 

第8 条 事業は、ごみ減量対策担当課が所管する。 

 

(備品簿冊等) 

第9 条 事業所管課は、事業の適切な管理及び運用を行うため、宜野湾市財務規則(昭和57

年宜野湾市規則第8号)第217条の規定に加え、生ごみ処理機貸与台帳(様式第3号)を簿冊と

して備え付けるものとする。 

 

(委任) 

第10 条 この訓令に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

この訓令は、公布の日から施行する。5
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宜野湾市一般廃棄物処理手数料徴収事務委託要綱宜野湾市一般廃棄物処理手数料徴収事務委託要綱宜野湾市一般廃棄物処理手数料徴収事務委託要綱宜野湾市一般廃棄物処理手数料徴収事務委託要綱    

平成16年1月28日 

告示第2号 

 

(趣旨) 

第1 条 この要綱は、地方自治法施行令(昭和22年政令第16号)第158条の規定に基づき、市

長が私人に宜野湾市廃棄物の減量化の推進及び適正処理に関する条例(平成13年宜野湾

市条例第4号)別表第1に定める一般廃棄物処理手数料(以下「手数料」という。)の徴収を

委託することに関し、宜野湾市廃棄物の減量化の推進及び適正処理に関する規則(昭和49

年宜野湾市規則第21号。以下「規則」という。)第5条の2及び宜野湾市財務規則(昭和57

年宜野湾市規則第8号)第49条に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

(指定店の指定) 

第2 条 市長は、手数料の徴収事務を委託しようとする者を定め、一般廃棄物処理手数料徴

収指定店(以下「指定店」という。)として指定するものとする。 

2 市長は、規則第5条の4に規定する指定ごみ袋及び粗大ごみ処理券(以下「指定袋等」とい

う。)を指定店に預託するものとする。 

 

(指定店の業務) 

第3 条 指定店は、市長から預託された指定袋等を販売することにより手数料を徴収し、市

長に納付するものとする。 

 

(委託料) 

第4 条 市長は、指定店に対し次の表により算定した額に100分の105を乗じて得た額(その

額に1円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てる。)を手数料徴収事務委託料とし

て支払うものとする。 

種別 規格 委託料の額 

指定袋 大 1枚につき 5.7円 

指定袋 中 1枚につき 5.7円 

指定袋 小 1枚につき 5.7円 

粗大ごみ処理券 ステッカー 1枚につき 28.5円 

 

 

(指定店の申請) 

第5 条 指定店の指定を受けようとする者は、手数料徴収指定店申請書(様式第1号)により、

申請するものとする。 

 

(指定店の資格) 

第6 条 指定店の指定を受けることができる者は、次の各号に掲げる要件のいずれにも適合

する者でなければならない。 

(1) 市内全域において、指定袋等の販売体制があり、相当量の指定袋等の販売が見込め

る者 

(2) 禁固以上の刑に処せられてない者、成年被後見人、被保佐人若しくは被補助人でな

い者又は破産宣告を受けていない者 

(3) 市税その他市に対する債務の履行を怠っていない者 

 

(指定店の選定等) 

第7 条 市長は、第5条の申請があった場合、その内容を審査し、前条の要件に適合すると

認められる者の中から5者以内を指定店に指定し、手数料徴収指定店決定通知書(様式第2

号)により通知するものとする。 

2 市長は、指定店を指定したときは、市報により公表するものとする。 

3 第1項の規定による指定の期間は、2年を超えない期間とする。 

4 前項の期間は、更新することができる。 

 

(異動の届出) 

第8 条 指定店が次の各号のいずれかに該当することとなったときは、直ちに市長に届け出

なければならない。 

(1) 事業所の住所、名称又は代表者に変更があったとき。 

(2) 手数料の徴収事務を休止又は廃止したとき。 

(3) 第6条に規定する要件に関し、異動が生じたとき。 

(4) その他重大な事情が生じたとき。
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(指定店の取消し) 

第9 条 市長は、指定店が次の各号のいずれかに該当すると認められるときは、指定店の指

定を取り消すことができる。 

(1) 指定店から取消しの申出があったとき。 

(2) この要綱に違反する行為があったものと認められるとき。 

(3) 第6条に定める要件を欠いたとき。 

(4) 申請書に虚偽の記載があったとき。 

(5) 手数料の徴収に関して、著しく信用を失う行為があったとき。 

2 市長は、指定店の指定を取り消したときは、取消事由を付して手数料徴収指定店取消通

知書(様式第3号)により、通知するものとする。 

 

附 則 

この告示は、公布の日から施行する。 

 

附 則(平成16年6月21日告示第30号) 

この告示は、公布の日から施行する。 

 

附 則(平成18年6月30日告示第46号) 

この告示は、公布の日から施行する。
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宜野湾市一般廃棄物減量推進審議会規則宜野湾市一般廃棄物減量推進審議会規則宜野湾市一般廃棄物減量推進審議会規則宜野湾市一般廃棄物減量推進審議会規則    

平成14年6月28日 

規則第33号 

 

(趣旨) 

第1 条 この規則は、宜野湾市廃棄物の減量化の推進及び適正処理に関する条例(平成13年

宜野湾市条例第4号)第6条第2項の規定に基づき、宜野湾市一般廃棄物減量推進審議会(以

下「審議会」という。)の組織及び運営に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

(所掌事務) 

第2 条 審議会は、一般廃棄物の減量化の推進及び適正処理に関する事項について、審議す

る。 

 

(委員構成) 

第3 条 審議会は、委員10人以内で構成する。 

2 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱又は任命する。 

(1) 学識経験者 

(2) 各種団体の関係者 

(3) 関係行政機関の職員 

 (4) 市議会の議員 

(5) その他市長が必要と認める者 

 

(委員の任期) 

第4 条 委員の任期は、2年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

2 前項の規定にかかわらず、委員が委嘱又は任命されたときにおける当該身分を失った場

合は、委員の職を失うものとする。 

3 委員の再任は妨げない。 

 

(会長及び副会長) 

第5 条 審議会に会長及び副会長を置き、委員の互選でこれを定める。 

2 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

3 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務

を代理する。 

(会議) 

第6 条 審議会は、会長が招集する。 

2 審議会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

3 会長は、会議の議長となる。 

4 議事は、出席委員の過半数で決定し、可否同数のときは、議長がこれを決する。 

 

(関係者の出席) 

第7 条 審議会において必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、その意見を聞く

ことができる。 

 

(庶務) 

第8 条 審議会の庶務は、清掃担当課において行う。 

 

(委任) 

第9 条 この規則に定めるもののほか、審議会の運営に関し、必要な事項は会長が定める。 

 

附 則 

(施行期日) 

1 この規則は、公布の日から施行する。 

(宜野湾市廃棄物減量推進協議会規則の廃止) 

2 宜野湾市廃棄物減量推進協議会規則(平成 4 年宜野湾市規則第 11 号)は、廃止する。
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宜野湾市宜野湾市宜野湾市宜野湾市ポイポイポイポイ捨捨捨捨てのないてのないてのないてのない快適快適快適快適なまちづくりなまちづくりなまちづくりなまちづくり条例条例条例条例    

平成15年12月26日 

条例第26号 

 

(目的) 

第1 条 この条例は、市民等、事業者、土地の占有者等及び市が一体となって、空き缶、吸

い殻等の散乱又は落書きを防止することにより、市民が健康で快適な生活を営み、生き

がいを共感し、誇れるまちづくりに寄与することを目的とする。 

 

(定義) 

第2 条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

(1) 市民等 市民及び市内に勤務若しくは在学又は滞在し、又は市内を通過する者をい

う。 

(2) 事業者 市内で事業活動を行うすべての者をいう。 

(3) 土地の占有者等 土地、建物及び工作物を占有し、又は管理する者をいう。 

(4) 空き缶、吸い殻等 空き缶、空き瓶その他の容器(中身の入ったもの及び栓又はふた

を含む。)、たばこの吸い殻、チューインガムのかみかす、紙くず、廃プラスチック類

及び飼い犬、飼い猫、家畜その他愛玩動物(以下「飼い犬等」という。)のふんをいう。 

(5) ポイ捨て 軽度なごみの投棄行為全般をいう。 

(6) 落書き 建物、塀その他の工作物にみだりにペイント、墨、油性フェルトペン等に

より文字、図形若しくは模様をかくこと又はかかれた文字、図形若しくは模様をいう。 

 

(市の責務) 

第3 条 市は、空き缶、吸い殻等の散乱又は落書きの防止に関する諸施策(以下「防止施策」

という。)を総合的に推進するものとする。 

 

(市民等の責務) 

第4 条 市民等は、自主的に清掃活動を行い、常に清潔にし、健康で快適なまちづくりに努

め、市が実施する防止施策に協力しなければならない。 

2 市民等は、公共の場所において歩行中に喫煙をしないように努めなければならない。 

3 市民等は、公共の場所で自ら生じさせた空き缶、吸い殻等を持ち帰り、散乱の防止に努

めなければならない。 

 

(事業者の責務) 

第5 条 事業者は、その事業活動に伴って生ずる空き缶、吸い殻等の散乱を防止するため必

要な措置を講じ、市が実施する防止施策に協力しなければならない。 

2 事業者は、事業活動等に当たっては、その社会的責任を自覚し、周辺住民等のため自己

の施設及びその周辺を清潔にし、健康で快適なまちの実現に資するため必要な措置を講

じるよう努めなければならない。 

3 空き缶、吸い殻等の散乱の原因となる物を販売(自動販売機による販売を含む。)する事

業者は、空き缶、吸い殻等の散乱の防止について消費者の啓発を行うとともに、その販

売する場所(自動販売機の設置場所を含む。)にこれらを回収する設備を設け、適正な回収

及び資源化に努めなければならない。 

 

(土地の占有者等の責務) 

第6 条 土地の占有者等は、その占有し、又は管理する土地における空き缶、吸い殻等の散

乱又は落書きの防止に努め、市が実施する防止施策に協力しなければならない。 

2 公共の場所を管理する者は、空き缶、吸い殻等の散乱又は落書きの防止について、市民

等に対する啓発に努めなければならない。 

3 土地の占有者等は、その占有し、又は管理する場所に落書きが行われた場合は、当該落

書きの消去に努めなければならない。 

 

(投棄等の禁止) 

第7 条 何人も、みだりに空き缶、吸い殻等をポイ捨てし、又は落書きしてはならない。 

2 飼い犬等の飼い主又は管理者は、当該動物を適切に管理し、公共の場所で、ふんを放置

する等他人の迷惑となる行為をしてはならない。 

 

(措置命令) 

第 8 条 市長は、前条の規定に違反した者に対し、美観の保持のため必要があると認めると

きは、期限を定めて、捨てた空き缶、吸い殻等の回収その他必要な措置をとるべきことを

命ずることができる。
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(環境美化促進重点地区) 

第9 条 市長は、特に空き缶、吸い殻等の散乱又は落書きを防止し、環境美化を促進する必

要があると認める地区を、環境美化促進重点地区として指定することができる。 

2 市長は、環境美化促進重点地区を指定するときは、その旨を公表するものとする。 

3 前項の規定は、環境美化促進重点地区の区域の変更又は指定の解除について準用する。 

 

(立入調査等) 

第10 条 市長は、空き缶、吸い殻等の散乱を防止するため、必要があると認めるときは、

市長の指定する職員に空き缶、吸い殻等の散乱している土地への立入調査を実施させ、

関係人に対して説明又は資料の提出をさせることができる。 

2 前項の規定により立入調査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人の請

求があった場合は、これを提示しなければならない。 

 

(助言又は指導) 

第11 条 市長は、空き缶、吸い殻等の散乱又は落書きを防止するため必要があると認める

ときは、市民等、事業者及び土地の占有者等に対し、助言又は指導を行うことができる。 

 

(罰則) 

第12 条 市長は、第8条の規定による措置命令を受けた者が正当な理由がなく従わないとき

は、3万円以下の過料に処する。 

 

(規則への委任) 

第13 条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

附 則 

この条例は、平成 16 年 4 月 1 日から施行する。ただし、第 8 条及び第 12 条の規定は、

平成 16 年 10 月 1 日から施行する。
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宜野湾市宜野湾市宜野湾市宜野湾市ポイポイポイポイ捨捨捨捨てのないてのないてのないてのない快適快適快適快適なまちづくりなまちづくりなまちづくりなまちづくり条例施行規則条例施行規則条例施行規則条例施行規則    

平成16年1月28日 

規則第2号 

 

(趣旨) 

第1 条 この規則は、宜野湾市ポイ捨てのない快適なまちづくり条例(平成15年宜野湾市条

例第26号。以下「条例」という。)の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

(措置命令書) 

第2 条 条例第8条の規定による措置命令は、様式第1号により行うものとする。 

  

(環境美化促進重点地区) 

第3 条 条例第9条第1項の規定による環境美化促進重点地域の指定は、ごみの散乱の状態、

地理的条件及び特殊性を勘案して行うものとする。 

2 条例第9条第2項(同条第3項において準用する場合を含む。)に規定する事項は、次のとお

りとする。 

(1) 環境美化促進重点地区の名称 

(2) 環境美化促進重点地区の区域図 

(3) 環境美化促進重点地区の指定年月日 

 

(身分証明書) 

第4 条 条例第10条第2項に規定する身分を示す証明書は、様式第2号のとおりとする。 

 

(その他) 

第5 条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

この規則は、平成 16 年 4 月 1 日から施行する。ただし、第 2 条の規定は、平成 16 年 10

月 1 日から施行する。
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宜野湾市宜野湾市宜野湾市宜野湾市クリーンリーダークリーンリーダークリーンリーダークリーンリーダー設置規程設置規程設置規程設置規程    

平成4年3月30日 

訓令第14号 

 

(設置) 

第1 条 宜野湾市内の廃棄物に関するあらゆる情報を適時に把握し、資源回収の推進と一般

廃棄物の散乱の防止を迅速かつ適切に行うため、宜野湾市クリーンリーダー(以下「リー

ダー」という。)を設置する。 

 

(委嘱) 

第2 条 リーダーは、宜野湾市に1年以上居住する者から50人以内を市長が委嘱する。 

 

(任期) 

第3 条 リーダーの任期は、2年とする。ただし、再任を妨げない。 

  

(活動) 

第4 条 リーダーは、常に廃棄物の散乱の発見及び情報の収集に努め、次の各号の活動事項

を行うものとする。 

(1) 廃棄物の散乱の事実(発生のおそれのあるものを含む。)のほか、資源の再利用とゴミ

の減量化に関するあらゆる情報を迅速に通報すること。 

(2) 清掃指導員と連携を密にして、地域環境保全の対策を協議する。 

(3) 宜野湾市クリーンリーダー活動報告書(様式第1号)を作成し、月末までに提出するこ

と。 

 

(庶務) 

第5 条 リーダーに関する一切の事務は、清掃担当課で処理する。 

 

(謝礼) 

第6 条 市長は、リーダーに対し予算の範囲内で謝礼をすることができる。 

 

(補則) 

第7 条 この訓令に定めるもののほか必要な事項については、市長が別に定める。 

附 則 

この訓令は、平成4年4月1日から施行する。 

 

附 則(平成8年4月25日訓令第10号) 

この訓令は、公布の日から施行する。
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宜野湾市放置自動車宜野湾市放置自動車宜野湾市放置自動車宜野湾市放置自動車のののの発生発生発生発生のののの防止及防止及防止及防止及びびびび適正適正適正適正なななな処理処理処理処理にににに関関関関するするするする条例条例条例条例    

平成14年6月27日 

条例第23号 

 

(目的) 

第1 条 この条例は、放置自動車の発生の防止及び適正な処理に関し必要な事項を定めるこ

とにより、宜野湾市の自然環境及び快適な生活環境の維持を図ることを目的とする。 

 

(定義) 

第2 条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(1) 自動車等 道路運送車両法(昭和26年法律第185号)第2条第2項に規定する自動車及

び同条第3項に規定する原動機付自転車をいう。 

(2) 放置 自動車等が正当な権原に基づき置くことを認められた場所以外の土地に規則

で定める期間にわたり置かれていることをいう。 

 (3) 放置自動車 土地所有者等が適切に管理している土地に放置されている自動車等を

いう。 

(4) 土地所有者等 土地を所有し、又は占有し、若しくは管理する者をいう。 

(5) 所有者等 自動車等を所有し、又は占有し、若しくは使用する権原を現に有する者

をいう。 

(6) 処理担当部長 放置自動車が放置された場所の管理を所管する部長をいう。 

 

(市の責務) 

第3 条 市は、放置自動車の発生の防止及び適正な処理について、啓発活動、広報活動及び

その他必要な施策を実施しなければならない。 

 

(土地所有者等の責務) 

第4 条 土地所有者等は、その土地について自動車等の放置を防止する適切な措置を講ずる

よう努めるとともに、市が実施する施策に協力する責務を有する。 

 

(市民の責務) 

第5 条 市民(市の区域内において自動車等を所有し、又は使用する者を含む。)は、市が実

施する施策に協力する責務を有する。 

 

(放置の禁止) 

第6 条 何人も、自動車等を放置し、若しくは放置させてはならず、又はこれを放置し、若

しくは放置させようとする者に協力してはならない。 

 

(廃棄物の認定) 

第7 条 市長は、放置自動車の性状、放置された状況等を総合的に勘案して、廃棄物と認定

することができる。 

2 市長は、前項の規定により廃棄物と認定したときは、規則で定める事項について公告し

なければならない。 

 

(市民の通報) 

第8 条 放置自動車を発見した者は、市長にその旨通報するよう努めなければならない。 

2 市長は、前項の通報を受けた場合において必要があると認められるときは、関係機関に

その内容を連絡する等適切な措置を講ずるものとする。 

 

(土地所有者等からの調査依頼) 

第9 条 土地所有者等は、その土地について自動車等が放置されないよう適切な管理をして

いたにもかかわらず、自動車等が放置されているときは、当該自動車等の調査を市長に

依頼することができる。 

 

(調査) 

第10 条 市長は、第8条第1項又は前条の規定による通報又は依頼があったときは、処理担

当部長に自動車等の状況、所有者等その他必要な事項を調査させることができる。 

2 処理担当部長は、調査を実施するため必要がある場合は、職員に自動車等が放置されて

いる土地に立ち入り、当該自動車等の調査をさせることができる。 

3 前項の規定により立ち入り調査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者

の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

4 第 1 項の規定による立ち入り調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈し

てはならない。
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(廃棄物認定外の措置) 

第11 条 市長は、放置自動車について、その所有者等が判明したときは、当該所有者等に

対し、期限を定めて、当該放置自動車を撤去するよう命令することができる。 

2 前項の規定による命令をするときは、規則で定める事項を記載した命令書を交付しなけ

ればならない。 

 

(放置自動車の撤去・処分) 

第12 条 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認められるときは、自ら、放置自動車

を撤去し処分することができる。この場合において、第2号に該当すると認められるとき

は、規則で定める事項について公告しなければならない。 

(1) 前条第1項の規定による命令をした後、規則で定める期間を経過してもなお撤去され

ない場合 

(2) 前条第1項の規定による命令をしようとする場合において、放置自動車の所有者等が

確認できない場合 

 

(関係法令の活用) 

第13 条 市長は、放置自動車の適正な処理を行うため、関係機関と連携し、関係法の積極

的な活用を図るものとする。 

 

(関係行政機関への照会等) 

第14 条 市長は、この条例の規定に基づく事務に関し、関係機関と連携し、関係地方公共

団体に対し、照会し、又は協力を求めることができる。 

 

(委任) 

第15 条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定め

る。 

 

(罰則) 

第16 条 第11条第1項の規定による命令に違反した者は、5万円以下の過料に処する。 

 

附 則 

この条例は、平成 14 年 10 月 1 日から施行する。
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宜野湾市放置自動車宜野湾市放置自動車宜野湾市放置自動車宜野湾市放置自動車のののの発生発生発生発生のののの防止及防止及防止及防止及びびびび適正適正適正適正なななな処理処理処理処理にににに関関関関するするするする条条条条

例施行規則例施行規則例施行規則例施行規則    

平成14年9月30日 

規則第45号 

 

(趣旨) 

第1 条 この規則は、宜野湾市放置自動車の発生の防止及び適正な処理に関する条例(平成

14年宜野湾市条例第23号。以下「条例」という。)の施行に関し必要な事項を定めるもの

とする。 

 

(定義) 

第2 条 この規則における用語の意義は、条例の例による。 

 

(放置となる期間) 

第3 条 条例第2条第2号に規定する規則で定める期間は、14日間とする。ただし、これに

より難い場合は、市長が別に定める期間とすることができる。 

 

(廃棄物の認定) 

第4 条 条例第7条第1項の規定による認定は、別表の放置自動車廃棄物認定基準表に掲げる

事項を総合的に勘案して判断するものとする。 

 

(放置自動車廃棄物認定の公告) 

第5 条 条例第7条第2項の規定による規則で定める事項についての公告は、放置自動車廃棄

物認定公告(様式第1号)により行うものとする。 

2 前項に規定する公告は、宜野湾市公告式規則第2条第2項に規定する掲示場に掲示して行

うものとする。 

(平15規則36・一部改正) 

 

(調査等) 

第6 条 条例第9条の規定による土地所有者等からの調査の依頼は、放置自動車調査依頼書

(様式第2号)により行うものとする。 

2 条例第9条及び第10条の規定による調査を実施する場合は、必要に応じて土地所有者等

の協力を得て行い、調査を行う担当職員は、その身分を示す証票(様式第3号)を携帯し、

かつ、関係者の請求があるときは、これを提示しなければならない。 

3 前項による調査を実施したときは、放置自動車状況調査書(様式第4号)を作成し、放置自

動車に関する事項を記録するために放置自動車処理記録台帳(様式第5号)を備えるものと

する。 

 

(撤去勧告及び命令) 

第7 条 処理担当部長は、条例第10条の規定による調査の結果、当該自動車等が放置自動車

であると判明したときは、当該放置自動車に警告書(様式第6号)を張り付け、期限を定め

て撤去するよう勧告することができる。 

2 前項の規定による勧告を受けた当該放置自動車の所有者等が、当該放置自動車を撤去し

ないときの当該所有者等に対する条例第11条の規定による撤去命令は、撤去命令書(様式

第7号)により行うものとする。 

 

(放置自動車の処分等の公告) 

第8 条 条例第12条第1号に規定する期間は、30日間とし、同条第2号に該当するときの規

則で定める事項についての公告は、様式第8号により行うものとする。 

(平15規則36・一部改正) 

 

(費用の請求) 

第9 条 条例第12条の規定により放置自動車を撤去した場合の費用の請求は、放置自動車処

理費用請求書(様式第9号)により行うものとする。 

 

(不服申し立て) 

第10 条 この規則に定める処分について不服があるときは、公告の日又は警告書等を受け

取った日の翌日から起算して60日以内に、市長に対して不服申し立てをすることができ

る。 

(平15規則36・一部改正) 

 

(補則) 

第 11 条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。
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附 則 

この規則は、平成14年10月1日から施行する。 

 

附 則(平成15年11月6日規則第36号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

附 則(平成18年11月22日規則第56号) 

この規則は、平成19年4月1日から施行する。 

 

別表(第4条関係) 

放置自動車廃棄物認定基準表 

次の1から3のどちらかに該当する放置自動車については、廃棄物として認定すること

ができる。 

  認定基準 認定要素 

1 土地所有者等以外の者が

放置した自動車等であり、

登録番号などが確認でき

ず、不法投棄と確認される

場合 

管理・使用の形跡がなく、

次のいずれかに該当 

□ ナンバープレートがは

ずされている。 

□ 車体番号が消されてい

る。 

2 主要機能が失われ自動車

として本来の用に供するこ

とができず、現場の状況か

らして、不法投棄と確認さ

れる場合 

次の(1)及び(2)において、そ

れぞれ一つ以上該当 

(1) 主要機能の状況 

□ エンジンルーム内の機

器が著しく損傷又は紛失

している。 

□ 走行装置(タイヤ周り)

が損傷又は紛失してい

る。 

□ 操縦装置(ハンドル周

り)が損傷又は紛失して

いる。 

□ 乗車装置(シート周り)

又は積載装置(荷台)が損

傷又は紛失している。 

□ 車体の損傷が著しい。 

(2) 現場の状況 

□ 通常、車を置くべきと

ころでない場所に放置さ

れている。 

□ 車の中又は周囲にごみ

が散乱し、ごみ捨て場と

化している。 

□ 管理・使用の形跡がな

い。 

3 附属機能が失われ、かつ、

現場の状況から見て自動車

として本来の用に供するこ

とができず、不法投棄と確

認される場合 

次の(1)において二つ以上、

及び(2)において一つ以上該

当 

(1) 附属機能の状況 

□ ガラスが損傷してい

る。 

□ 証明装置等(ヘッドラン

プ、ブレーキランプ、テ

ールランプ)が損傷して

いる。 

□ エンジンルーム内の機

器が損傷している。 

□ 室内が損傷している。 

□ 車体が損傷している。 

(2) 現場の状況 

□ 通常、車を置くべきと

ころでない場所に長時間

放置されている。 

□ 車の中又は周囲にごみ

が散乱し、ごみ捨て場と

化している。 

□ 長期間にわたり、管

理・使用の形跡がない。 
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宜野湾市一般廃棄物収集運搬業務委託業者選定基準要綱宜野湾市一般廃棄物収集運搬業務委託業者選定基準要綱宜野湾市一般廃棄物収集運搬業務委託業者選定基準要綱宜野湾市一般廃棄物収集運搬業務委託業者選定基準要綱    

平成2年2月20日 

訓令第2号 

 

(目的) 

第1 条 この訓令は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律(昭和45年法律第137号。以下「法」

という。)第6条第3項に基づく一般廃棄物収集運搬業務の委託業者選定を行うにあたり、

同法施行令(昭和46年政令第300号。以下「政令」という。)に定める委託基準のほか必要

な基準を定めることにより、一般廃棄物処理業務の適正な実施を図ることを目的とする。 

 

(受託者) 

第2 条 受託者とは、市との委託契約により一般廃棄物の収集運搬業務を行う者をいう。 

 

(受託者の資格) 

第3 条 受託者(法人にあっては役員及び従事者も含む。)は、政令第4条に定めるもののほ

か、次の各号に掲げる要件を備えていなければならない。 

(1) 宜野湾市に3年以上住所を有し、引き続き住所を有する者。ただし受託者が法人にあ

っては事業所(本社)が市内に所在し、引き続き所在する者 

(2) 一般廃棄物収集運搬業務に直接自ら従事する者 

(3) 心身とも健康な者 

(4) 普通運転免許を有する者 

 

(申請) 

第4 条 受託者に欠員又は増員が生じた場合、受託を希望する者は、受託申請書(様式第1号)

を市長に提出しなければならない。 

 

(契約更新) 

第5 条 現に受託者である者は、引続き契約更新することができる。ただし、次の各号の一

に該当する者は、契約更新することができない。 

(1) 第3条の資格を喪失した者 

(2) 65歳以上の者(法人は除く。) 

(3) 選定委員会において、契約更新することが不適当と認められた者 

 

(受託者の選定) 

第6 条 市長は、第4条の申請のある25歳以上45歳未満の者(法人は除く。)のうちから選定

する。 

 

(選定委員会) 

第7 条 第5条の審査及び第6条の選定を行うため委員会を設置する。 

(1) 委員は、建設部長、企画部長、総務部長、市民経済部長、福祉保健部長及び市民経

済部次長で構成する。 

(2) 委員会の長は、市民経済部長とし、会議を総理する。 

(3) 委員会の庶務は、清掃担当課において処理する。 

 

附 則 

1 この訓令は、公布の日から施行し、平成2年2月1日から適用する。 

2 第5条第2号については、施行の日から5年間猶予する。 

 

附 則(平成5年6月2日訓令第13号) 

この訓令は、公布の日から施行する。 

 

附 則(平成6年6月30日訓令第12号) 

この訓令は、公布の日から施行し、平成6年4月1日から適用する。 

 

附 則(平成14年3月29日訓令第20号) 

この訓令は、平成14年4月1日から施行する。 

 

附 則(平成18年6月30日訓令第15号) 

この訓令は、公布の日から施行する。
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清掃事業概要 

平成 25 年度 

 

平成 26 年 9 月発行 
 

宜野湾市 市民経済部 環境対策課 

〒 901-2710 沖縄県宜野湾市野嵩 1 丁目 1 番 1 号 

TEL：(098)893-4411（代表）  FAX：(098)893-4410



 

 

  



 

 

 


